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日本高齢者人権宣言（第二次草案）発表にあたって

2020年6月、日本高齢期運動連絡会総会で「日本高齢者憲章バージョンアップ検討会議」起草の

「日本高齢者人権宣言」(第一次草案)」（以下宣言）が確認され全国的論議に付されました。また

2021年6月、「日本高齢者憲章バージョンアップ検討会議」の名称も「日本高齢者人権宣言起草委

員会」(以下起草委員会)と変えられました。

「宣言」発表後一年半を経て個人や学習会の場で多くの質問・意見や提案、感想など寄せられま

した。起草委員会は、これらに応える内容を中間的にまとめ「日本高齢者人権宣言」(第二次草案)

として発表しました。学習や論議をすすめさらに多くの方から意見や提案・感想をよせていただき

「宣言」を皆さんとともに作り上げていきたいと思います。

「宣言」は、国民のいのちと人権を脅かすコロナパンディミックの中発表され、大変時宜にかなっ

たものとして歓迎されました。

コロナ禍の中で、これまでの集合学習が困難になり、オンライン活用など新しい学習形態を生み

出し、日本高齢者大会や県高齢期運動連絡会、社会保障関係団体、さらに大学生、医療や介護分野

の職員研修、婦人団体、NPOなどで読み合わせや学習会など持たれ、「学んだ人権の視点で看護を

したい」とか、「地域の高齢者の現実を見つめなおしたい」などの感想も寄せられています。

さらに2021年3月開催された「国連第１１回高齢化に関するワーキンググループ」はコロナ禍の

ためオンラインでしたが、起草委員の高田清恵さんが全体会で「日本高齢者人権宣言を作成し、日

本の高齢者の人権に焦点をあてている。みなさんに日本の高齢者の努力と運動を知ってほしい」と

力強く世界に発信しました。

起草委員会では、「宣言」に対する意見や提案について修正の要否など厳密に検討し、文書や言

葉など補強や削除・修正し「第二次草案」を作成しました。草案に反映しきれない内容や言葉の意

味や考え方、高齢者の人権をめぐる情勢などを包括した解説的な内容は、委員会の論議を経て井上

英夫座長文書「日本高齢者人権宣言の意義と課題＝第二次草案ぎろんのために＝」としてまとめま

した。

今回ブックレットNO6には、高田清恵さんの日本高齢期運動連絡会総会での講演録も収載しました。

この冊子が、みなさんの論議に役立つことを心から期待しています。

日本高齢者人権宣言起草委員会

座 長 井 上 英 夫 (一社日本高齢期運動サポートセンター理事長・金沢大学名誉教授)

事務局長 武 市 和 彦 (日本高齢期運動連絡会事務局長)

委 員 高 田 清 恵 (琉球大学教授)

鈴 木 靜 (愛媛大学教授)

長 友 薫 輝 (三重短期大学教授)

馬 場 康 彰 (日本医療福祉生協連常務理事)

小 嶋 満 彦 (元日本高齢期運動連絡会代表委員)・

加 藤 益 雄 (全日本年金者組合副委員長)

寺 崎 由 郎 (日本高齢期運動連絡会事務局次長)

鐘ヶ江正志 (一社・日本高齢期運動サポートセンター専務理事)



（第2次草案）

※第2次草案として修正した部分⇒アンダーライン 削除⇒

前 文
すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利について平等です。

基本的人権（人権）とは、それ無くしては人間として生きていけない生きる基本です。その理

念は、人間の尊厳です。尊厳の本質とは、すべての 人が価値において平等で、取って代われ

ないことと、一人ひとりが自己決定できるということです。尊厳 が保障されたといえるのは、

人権が十分に保障されたときにほかなりません。

日本国憲法は、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存するこ

と、すなわち平和的生存権を確認し、国民主権、平和主義と並んで人権の保障を柱としていま

す。

そして、憲法97条は、人権とは、人類の多年にわたる闘いによって勝ち取ってきたものであ

ると明言し、さらにこの憲法と人権を「不断の努力により保持」（憲法12条）することを国民

の義務としているのです。

日本における高齢者人権宣言とは、高齢者やすべての年齢の人々の現在と未来に、希望と輝

きをもてる真の長寿社会を創造するための基本原則を掲げるものです。

いま、なぜ高齢者の人権宣言が必要なのでしょうか。

「アフリカでは、高齢者が1人亡くなると、図書館が１つ消えるといいます」。

2002年、スペインのマドリッドで開かれた第2回高齢化世界会議で、コフィー・アナン元国

連事務総長はこう演説し、世界中のどの地域でもこれは真実であり、高齢者は未来を結ぶ仲介

者であり、その知恵と経験は、社会にとってかけがえのない宝であると強調しました。

認知症、障害、病気であっても、寝たきりであっても、すべての高齢者が社会にとっての図

書館であり、宝として尊重されなければなりません。

しかし、現実には、日本をはじめとして全世界の高齢者の人権保障は不十分です。日本では、

少子・高齢化を口実に、自助・共助・公助を基本とし、民営化・営利化を進める社会保障政策

により高齢者の生命権、生存・生活権、健康権、文化権等の人権侵害・剥奪が深刻化していま

す。

世界でも高齢化が急速に進むなかで、とりわけ発展途上国の高齢者の人権侵害が危惧され、

高齢者の人権保障の重要性が認識されています。高齢化への対応と高齢者への人権保障は、人

類が挑戦すべき課題となっているのです。

国際連合は、すでに女性、こども、障害のある人の固有の人権を保障する国際条約を制定し

てきました。日本も批准しています。最後に残されたのが高齢者で、今、高齢者人権条約の制

定に向けて努力を重ねています。
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高齢者一人ひとりの人権が保障されるとは、具体的にどういうことでしょうか。

それは日本高齢者人権宣言に謳われた本文すべての人権が、全面的かつ十分に保障された状

態です。さらに、高齢者の人権保障を徹底することは、すべての年齢の人々への普遍的人権保

障を実現し、社会を豊かに発展させることに連なります。

わたしたちは、日本政府に、この高齢者人権宣言が掲げる理念、原理、原則にもとづく立法、

政策の実現、そして、高齢化・長寿先進国として、国連の高齢者人権条約制定にリーダーシッ

プを発揮することを強く求めます。

わたしたちは、高齢者の人権保障を実現するために、日本高齢者人権宣言を高齢期運動の共

通の理念・目標とし、世界中のすべての年齢の人々と連帯した行動をとることをここに宣言し

ます。

Ⅰ 基本原理

高齢者のすべての人権保障と、高齢者に関係する制度や施策の立案・実施にあたっては、次

の５つの原理が基本とされなければなりません。

尊厳 一人ひとりがその価値において平等であり、他者とは取って代えられない、かけがえの

ない存在として尊ばれること

独立 家族や地域、国や自治体から十分なサービスを受けながら、身体的にも精神的にも他者

から支配されず、自己決定に基づいた生活を送れること

参加 社会の構成員として社会のあらゆる側面に関与し、影響力を行使できること

ケア 尊厳や独立の保持に必要な医療、長期ケア、所得、文化、学習などが十分保障されるこ

と

自己実現 生涯にわたって自己の可能性を最大限に伸ばし、追求できること

Ⅱ 高齢者に保障される人権

１【年齢による差別の禁止】
高齢者は、他の年代の人々と平等な権利が保障されます。年齢によって差別されてはなりま

せん。
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この高齢者人権宣言は、前文の内容をふまえて、高齢者の人権保障のための基本的な原理

を示した「Ⅰ基本原理」、保障されるべき具体的な人権の種類を掲げた「Ⅱ高齢者に保障さ

れる人権」、人権保障の責任主体に関する「Ⅲ国・自治体・企業の責任」、そして人権の実

現と促進に向けた高齢者自身の決意表明として「Ⅳ人権保障にむけた不断の努力義務」とい

う四つの部分から構成されています。



とくに、高齢で、女性、障害のある人、他者からケアを

受けている人、性的・民族的・思想的な少数者、貧困状

態にある人など複合的な差別を受けやすい高齢者が差別

されず、平等な権利が保障されなければなりません。

2【いのちと尊厳が守られる権利】
高齢者は、他の年代の人々と等しく、生きる権利があ

り、生涯にわたって尊厳を守られる権利があります。死後においても、尊厳を損うような扱い

をされてはなりません。

3【自律的で独立した生活をおくる権利】
高齢者は、一人ひとり個性や能力が異なる存在であることを基本とし、生活のあらゆる場面

において他者から支配されず、自己決定が保障されます。

高齢者は、必要な食糧、水、住居、衣類、健康、長期ケア、収入が保障されることを通じて、

独立した生活を営むことができなければなりません。

4【社会に積極的かつ全面的に参加する権利】
高齢者は、社会に積極的かつ全面的に参加する権利があります。とくに高齢者に直接関係す

る制度や施策の立案・実施・検証には、高齢者と高齢者団体の積極的参加が保障されなければ

なりません。

5【身体の自由と安全、暴力・虐待を受けない権利】
高齢者は、安全に生活する権利があります。高齢者に対するあらゆる身体的、精神的、性的

な拘束・虐待・暴力、経済的な搾取は許されません。

6【残虐かつ非人道的な取り扱いをされない権利】
高齢者は、残虐で非人道的な扱い、人格や品位を傷つける扱いを受けない権利があります。

7【自由に考え、信仰する権利】
高齢者は、自由に自己の考えや思想をもち、宗教を信仰する自由があります。

宗教団体などが高齢者の心身や財産を搾取することは許されません。

8【表現の自由、言論の自由、情報にアクセスする権利】
高齢者は、自分の考えや情報を自由に表現し、発信する権利があります。また、必要な情報

にアクセスし、情報を取得する権利があります。これらの権利を行使するため、情報通信のた

めの機器やシステムは、高齢者の固有のニーズに配慮して、利用しやすいものでなければなり

ません。
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9【プライバシーと名誉が守られる権利】
高齢者は、プライバシーが守られ、名誉を侵害されない権利があります。私生活や家族、住

居、通信には、国や他者が不当に立ち入ることは許されません。とくに病院、福祉施設や避難

所においては、プライバシーの権利が十分に守られなければなりません。

10【十分な生活水準への権利、社会保障の権利】
高齢者は、自分と家族のために必要な食糧、衣類、住居等を内容とする、十分な生活水準を

保障される権利があります。その水準は、社会の変化にあわせて絶えず改善されなければなり

ません。

高齢者は、尊厳を保持し、自律的で独立した生活をおくるため、年金、医療、介護、社会福

祉サービス、生活保護などを含む必要な社会保障を受ける権利を有します。社会保障の権利は、

費用の心配なく、差別や偏見がなく、誰もが簡易に利用できる方法によって保障されなければ

なりません。合理的な理由なく、社会保障の水準を引き下げることは許されません。

11【最高水準の健康を享受する権利】
高齢者は、到達可能な最高水準の身体的、精神的な健康を享受する権利を有します。

また、健康を保持・回復するために必要な医療（健康づくり、予防、治療、リハビリテーショ

ン、緩和ケアを含む）を受ける権利があります。自分の健康と医療については、十分な情報を

受けた上で、自己決定が保障されなければなりません（インフォームド・コンセント）。

12【長期ケアをうける権利】
高齢者は、必要な長期ケアを受ける権利があります。そのケアは、本人の自己決定に基づき、

できる限り本人が望む場所（自宅、施設、別の家）で提供されなければなりません。また、高

齢者の尊厳、独立と自律、プライバシーが守られる、質の高いケアが受けられなければなりま

せん。

高齢者を介護する家族には、必要なサポートを受ける権利があります。この権利を含め家族

一人一人の固有の人権が保障されなければなりません。

13【労働権】
高齢者は、他の年代の労働者と等しい条件で、働きがいのある人間らしい（ディーセントな）

仕事につき、労働にみあった待遇と報酬を受ける権利があります。

14【学習する権利】
高齢者には、学習権と、生涯にわたって自己の可能性を伸ばし発達する権利があります。

とくに、次の分野の学習の機会が保障されなければなりません。

●高齢期になっても仕事を続けられるように、職業教育・職業訓練

●新たな科学・技術や情報通信技術を利用できるよう、情報や科学技術に関する教育

●必要な社会保障、医療、長期ケア等を受ける権利についての教育
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●その他、自己の権利を行使するための制度や方法に関する教育

15【文化および科学の成果を享受する権利】
高齢者は、文化や芸術を楽しみ、その創造と発展に寄与する権利があります。また、科学技

術の成果を享受する権利があります。

16【レクリエーション、余暇、スポーツの権利】
高齢者は、健康と生活の質を高めるため、レクリエー

ション、運動、余暇を楽しむ権利があります。ケアを必

要としたり、経済的困難がある高齢者であっても、等し

くその機会を享受できなければなりません。

17【居住の権利、健康的な環境についての権利】
高齢者は、健康的で快適な、適切な水準の住居と環境で暮らす権利があります。高齢者が希

望する限り、住み慣れた住まいと地域に住み続ける権利があります。

住まいは人権であることをふまえて、誰もが利用しやすい物理的、経済的条件によって利用

できなければなりません。

18【交通権、移動の自由、建物等へのアクセス権】
高齢者には、交通権と移動の自由があります。道路、交通機関、施設・建物、サービスは、

高齢者の固有のニーズに配慮して、実際に利用しやすいものでなければなりません。

19【財産権】
高齢者は、その財産の多寡にかかわらず、自分の財産を保持し、使用する権利があります。

高齢者に対する経済的な搾取・剥奪は許されません。とくに、高齢者の尊厳ある生活にとって

必要な財産を、剥奪することは許されません。

20【政治参加、行政参加、司法参加、社会参加の権利】
高齢者とその団体は、自らに関わるあらゆるレベル（国、自治体、地域）の意思決定過程に

おいて意見を述べ、その意見が尊重されなければなりません。

高齢者は、選挙や政治活動を通じて、政治に参加する権利があります。

高齢者は、行政施策の立案、決定、実施、検証過程に参加できなければなりません。

高齢者は、裁判を受ける権利をはじめ司法へのアクセスと参加ができなければなりません。

高齢者は、町内会等地域活動、ボランティア活動、スポーツ、文化活動等社会生活のあらゆ

る面に参加できなければなりません。

21【団体を結成し、活動する権利】
高齢者は、自由に自分たちの団体・組織を結成する権利があります。集会やデモ、行政等と
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の交渉など、高齢者や高齢者団体による自由な活動は尊重されなければなりません。

22【災害や緊急事態における権利】
自然災害、原発事故などの人的災害、その他の緊急事態においては、高齢者の固有のニーズ

が保障されなければなりません。

23【審査請求や裁判を受ける権利】
高齢者は、権利が侵害された場合に、裁判や審査請求を提起して、権利回復をうける権利が

あります。権利救済のための制度は、判断能力が十分でない者など、高齢者の固有のニーズが

配慮され、簡易かつ低額で、利用しやすいものでなければなりません。

Ⅲ 国・自治体・企業の責任

1 国は、高齢者の人権保障に対する最終的な義務と責任を負います。

2 国と自治体は、この宣言の実現をめざすことを政策の基調としなければなりません。また、

すべての企業には、この宣言を基準として活動する責任があります。

3 高齢者の人権保障の財源は、国・自治体・企業の負担を原則とします。高齢者に対して、

尊厳を保持した生活を妨げるほど高額な費用負担を求めることは許されません。

Ⅳ 人権保障にむけた不断の努力義務

1 高齢者は、生涯にわたって自己の可能性を最大限に発展させ、追求します。

2 高齢者は、この宣言に明記されている権利が、「人類の多年にわたる自由獲得の努力の成

果」であって、「不断の努力によって保持」しなければならないものであることを肝に銘じ、

これらの権利の普及と実現にむけて不断の努力を行います。

3 高齢者は、さまざまな年齢の人々と連帯して、高齢者を軽んじる政治・風潮を是正し、す

べての年齢の人々の人権が保障される平和で豊かな長寿社会づくりに努力します。
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4 高齢者は、アジア諸国をはじめとする世界の人々と連帯して、平和、民主主義、人権保障

の実現をめざし、すべての年齢の人々の尊厳が保障される平和で豊かな国際社会づくりのため

に努力します。
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・日本高齢期運動サポートセンター『高齢期運動のブックレットNo.4：人生100年時代の社会保障と高齢者の人

権確立を目指して』（2019年）

・日本高齢期運動連絡会・高齢期運動サポートセンター『高齢期運動のブックレットNo.5 人権の旗を掲げて

日本高齢者人権宣言(第1次草案)―策定論議を深めるために―』（2020年）

・国際連合広報センターHP「すべての年齢の人にとって暮らしやすい社会を築き上げよう」（コフィー・アナン

元国連事務総長の演説（2002年高齢化世界会議）の日本語訳）

（https://www.unic.or.jp/news_press/features_backgrounders/1231/）

・井上英夫「主要国際条約と国際年」（年表、2019年）

・鐘ヶ江正志「国連高齢者人権条約制定と日本高齢期運動の動向」（年表、2020年）
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１ はじめに

（1）日本におけるコロナ禍の人権侵害の状況
こんにちは、琉球大の高田です。日本高齢期運動連絡会、日本高

齢期運動サポートセンターの一員として、国連の高齢者人権条約制

定を目指す運動に関わっています。また昨年からは、日本高齢者人

権宣言の草案作りのメンバーとして、草案作りにも携わってきまし

た。今日は、最近の国連の高齢者人権条約制定に向けた動向をふま

えて、日本における高齢者の人権保障の課題について、お話をさせ

ていただきます。

現在、長引く世界的な新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、不安や心配を抱えて日々

を過ごされている方がますます増えています。新型コロナウイルスは、私たちすべての人の命

や健康、生活に大きな影響を与えています。

日本の現状を見ると、国や自治体のコロナ対策は全体的に極めて不十分な状態にあります。

他の先進国と比べて少ない検査数、感染者用の病床不足など、医療崩壊や介護崩壊の危機が現

実に生じています。また、仕事を失い、十分な所得保障を受けられず生活に困窮する人もあら

ゆる年代で増加しています。そのため、私たちの生命権や健康権、人間らしく生きる権利が脅

かされ続けています。医療従事者や福祉労働者の方々の人間らしい、まともな労働条件や労働

環境についての権利も深刻に脅かされたままです。

高齢者は、コロナウイルスの影響を最も受けやすいグループの１つとなっています。コロナ

禍における高齢者の人権侵害の例を少しだけ挙げると、高齢者に対する医療差別、命の選別と

もいえる事態が実際に発生しています。今年（2021年）4月、大阪府のコロナ患者の入院調整

の担当者が、高齢者の入院については優先順位を下げるように、とする方針をメールで送信し

ていたことが明らかになりました。後に撤回されましたが、これは明らかに、年齢を理由に医

療を受ける権利を制限し、命の選別を行うものであり、「エイジズム（Ageism）」、つまり高

齢者差別にあたります。またその背景に、仕事から引退した人や働けない人の命は軽んじても

良い、人としての価値が低い、というような思想が私たちの社会に根強く残っており、コロナ

禍を契機にそれが表面にあらわれてきている、とも見ることができると思います。

また、コロナ禍の中で、高齢者の孤立や孤独の深刻化や、介護負担の増大による介護殺人・

介護心中事件なども生じています。私が住む沖縄でも、今年（2021年）2月、高齢者世帯で介

護心中未遂事件（介護殺人事件）がありました。長年、認知症の夫をほぼ1人で介護していた

70代の女性が、過重な介護負担に加えて、コロナ禍による外出自粛が続く中で精神的にも追い

詰められ、無理心中を図ろうとして夫を死亡させた事件です。コロナ禍の中、介護を必要とす

る高齢者が十分に必要な介護サービス等を受けられているのか、大いに懸念されますし、介護

者である家族の人権も守られていないように思われます。

（2）コロナ以前から人権を軽視した社会保障政策
他方で、忘れてはならないのは、こうした高齢者等に対する人権侵害の問題は、コロナ禍に
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よって初めて生じたものではなく、

それ以前からわが国の制度や政策に

よって引き起こされてきた問題であ

るということです。

例えば、高齢期の生活に対する不

安の声は、コロナ前から、高齢者自

身にとどまらず若い世代の間でも明

らかに高まっていました。こうした

事態は、高齢化そのものによって生

じたのではなく、国の法や制度、政

治・政策の結果、「作出助長」され

てきたものと言えるでしょう。

現在、日本では全世代型社会保障改革と称して、働き方の改革と社会保障制度の改革が幅広

く断行されていますが、これらは端的に言えば、経済・財政の観点を優先して行われており、

人々の生活という視点、憲法25条で定められている生存権、すなわち人間らしい生活をおくる

権利などの人権保障の視点を全く欠いているものです。

その代わりに、前の安倍政権時代でも強調されていましたが、「自助・共助・公助」の考え

方、すなわち生活は「自己責任」と「助け合い」が基本である、それが無理な場合にのみ「公

助」、つまり国が助けてあげても良い、という考え方が強調されています。2012年の社会保障

制度改革推進法の制定によって、こうした考え方は法律にも明記されるに至っています。

こうした経済的・財政的観点を優先し、人権保障を無視・軽視した社会保障制度改革は、長

年にわたってわが国で続けられてきました。古くは1980年代の臨調・行革による「福祉見直し」

に遡り、その後も1990年代の橋本構造改革、2000年代の小泉構造改革、そして民主党政権時代

を挟んで、安倍政権下の「税と社会保障の一体改革」、そして現在の「全世代型社会保障制度

改革」に至るまで継続されてきました。社会保障制度は歯止めなく改悪され続け、貧困と格差

が大きく拡大するに至りました。近年、生活保護や年金の水準が引き下げられ続ける中で、わ

が国の社会保障裁判の歴史上、最も多くの人々が、生存権等の人権侵害を訴えて、全国で裁判

を提起しています。

高齢者は、こうした社会保障制度の改悪の主なターゲットにされてきました。その結果、高

齢者の経済的貧困や生活困窮は拡大し、さらに孤立死や孤独死、介護殺人・介護心中といった

深刻かつ重大な人権侵害が、全国的に発生、増加したわけです。

現在のコロナ禍の中で、人々の命や健康の危機、生活の危機がますます顕著になっています

が、これは今まで日本が、人々の生活保障や人権保障を軽視し、もともと不十分であった社会

保障法制、労働者保護法制をさらに後退させ続けてきた結果でもあるのです。そうした制度や

政策、社会構造が生み出している問題であるということを、きちんと認識しておく必要がある

と思います。

さて、このような日本の状況に対し、国際的な動向に目を向けると、近年、国際連合（国連）

では、高齢者人権条約の制定に向けた動きが加速化するなど、人権保障を強化する方向性が強
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化され、発展してきています。

２ 国連の高齢化に関する取組みの歴史

コロナ禍の中で、特に高齢者に深刻な影響が生じているという問題は、日本だけではありま

せん。国際的にも、コロナによる影響は、社会の中の「傷つきやすい人々」「脆弱な立場にあ

る人々」に、特に重大な影響が生じていると指摘されています。

国連は、これらの問題を「人権侵害の問題」であると捉えています。コロナ禍において高齢

者をはじめとする脆弱な立場にある人々の人権侵害が深刻化していることについて、国連はい

ち早く警鐘を鳴らしてきました。例えば、国連の事務総長は2020年4月頃から、各国政府に対

して「政策概要」という一連の文書を公表し、コロナ対策を講じるにあたって各国が「人権保

障に基づいた対策」を採るべきことを要請してきました。

そこでまず、国連の最近の動向について紹介する前に、国連の高齢化に関する取り組みの歩

みを簡単に振り返っておきたいと思います。

（1）1980年代～1990年代：第1回世界高齢化大会から国際高齢者年へ
国連の高齢化に関する取り組みは、世界的に高齢化の問題が注目されるようになった1980年

代頃から始まりました。その意味では、比較的新しい分野だといえます。

それまでも、1948年の世界人権宣言や1966年の国際人権規約など、世界のすべての人を対象

とする普遍的な人権条約、人権宣言などは存在していました。またその後、国連では、特に人

権が侵害されやすい立場にある、子どもや女性、移民、新しいところでは障害のある人など、

一定のグループの人々を対象とする、固有の人権条約も制定してきました。しかし、高齢者に

ついてはまだ固有の人権条約や人権宣言は作られていません。

特に高齢者に焦点を当てた国際的な取り組みが開始されたのが1980年代です。1982年、世界

で最初の高齢化世界会議が開催され、初の国際行動計画が採択されました。

1990年代には、1991年に国連総会で、現在でもとても重要な文書として位置づけられる「高

齢者のための国連原則」が採択されました。これは各国が高齢者に関わる制度や政策を作ると

きに基本とすべき、国際的な原理・原則を明らかにしたものです。そこでは「独立」「参加」

「ケア」「自己実現」「尊厳」という5つの基本原理と、それらをさらに具体化する18の原則

が盛り込まれています。これらの原理・原則を見ていただくと明らかなように、従来とは異な

る高齢者の見方、つまり「高齢者観」の大きな転換がなされました。高齢者を、社会の負担や

お荷物、あるいは単に援助や世話の対象と見るのではなく、生涯にわたって自己決定に基づく

生活、尊厳および独立が保持されるべき存在であり、また、生涯にわたって社会の構成員とし

て社会のあらゆる場面に参加し貢献しうる存在であるとしました。そして、誰もがそのような

高齢期を送ることができるよう、社会のあり方を見直すべきと述べられています。

（2）2000年代：第2回高齢化世界会議（マドリッド）
2000年代に入ると、先進国だけでなく、地球規模で高齢化が加速していきます。こうした世
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界規模での人口の高齢化を背景に、2002年には、第2回目の高齢化世界会議がスペインのマド

リッドで開催されました。そこで採択されたのが「政治宣言」と「マドリッド国際行動計画」

です。今日でも重要な文書として位置づけられています。

マドリッド国際行動計画と政治宣言には、社会の発展、社会開発と並んで高齢者の人権保障

の重要性についても強調されています。ただし、これらの文書は、条約ではなく宣言、行動計

画であるため、法的拘束力をもつものではありません。この点で限界が残されています。

それでも内容的には、高齢者に固有の人権条約がまだ制定されていない中で、世界人権宣言や

国際人権規約で定められた数々の普遍的な人権を、とくに高齢者について具体化、発展させる

ものであり、また、各国政府が高齢者に関する制度や施策をおこなう際に、そこで掲げられた

内容が実現されるように積極的に措置を講じることが要請されています。国連の高齢化作業部

会では、行動計画の実施状況についてフォローアップが行われています。

（3）2010年代：国連高齢化作業部会（WG）の設置
2010年代に入ると、国連では高齢化の問題に対して、さらに人権保障を重視する、「人権保

障アプローチ」がいっそう重視されるようになりました。

2012年に国連の人権高等弁務官という国連の人権担当部門のトップの方が、世界規模で高齢

者の人権状況について分析・検討した初の報告書を公表しました。その中で、地球規模で高齢

化が進行するなかで、高齢者の人権侵害の問題は世界的に拡大し、深刻化していることを重大

な問題であると位置づけました。とくに重大な人権侵害の例として、報告書では高齢者の貧困、

年齢による差別、暴力・虐待、医療や介護などの長期ケアを受ける権利の侵害等が列挙されて

います。これらの人権の侵害は、途上国だけでなく先進国でも生じている、ということも指摘

しています。

そして人権高等弁務官は、こうした高齢者の深刻な人権侵害が生じる要因の一つとして、こ

れまで国連において高齢者の人権に焦点を当てた取り組みが十分ではなかったこと、高齢者を

対象とした固有の「人権条約」が作られて来なかったことなどを指摘しています。行動計画な

ど、法的に強制力をもたない文書を中心とした枠組みの限界が指摘されるようになってきまし

た。

こうした経緯の中で、2010年代には国連で、2つの重要な取り組みが始まりました。1つは、

2010年の国連総会で「高齢化に関する作業部会」の設置が決議されたことです。この作業部会

は、高齢者を対象とする新たな法的手段、すなわち条約などが必要かどうか、制定する場合に

は具体的にどのような内容とすべきか、といった点について討議、検討することが任務とされ

ています。

作業部会は年1回開催されています。この作業部会の特徴として、各国政府の代表だけでな

く、市民組織の参加も積極的に開かれている点です。日本からは「日本高齢期運動サポートセ

ンター」が唯一、正式に参加資格を認められたNGOとして、2014年から毎年参加しており、日

本の高齢者の人権状況について訴えたり、国連が高齢者人権条約を早期に制定するように働き

かけを行っています。

2つ目は、2013年に国連人権理事会に「高齢者の人権に関する独立専門家」（略称）が新た
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に任命されたことです。この独立専門家というのは、高齢者の人権保障がどのくらい実現され

ているか、どのような問題があるか、といったことを独立した専門的な立場から調査・分析し

て報告書を取りまとめたり、国際機関や各国に向けて勧告や問題提起を行ったりしています。

このように、国連のこの10年の動向をみると、高齢化の問題に対して「人権保障を強化する」

という観点からの取り組みがいっそう強化され、加速化しています。つまり、「人権保障アプ

ローチ」が重視されるようになった、と言うことができるでしょう。

（4）2015年米州機構「高齢者の人権保障に関する米州条約」
国連のこうした動きをリードしているのが、地域レベルでの取り組みです。

2015年には、南北アメリカとその周辺諸国を含む35か国から構成されている米州機構が、世

界で最初の法的拘束力をもった地域間の高齢者人権条約を採択しました。

このことは、国連でも「大きな前進」であり、「高齢者の人権保障に対して国家の義務を明

確にした」ものとして高く評価されています。その内容を見ると、経済的・社会的権利、各種

の自由権や政治的権利などの幅広い人権が包括的に盛り込まれています。その中には、高齢者

に固有の権利も含まれています。さらに、条約の実効性を確保するために、報告制度や個人通

報制度なども設けられています。内容的にも、現時点での国際的な高齢者人権条約の到達点に

ある、ということができると思います。

３ 新型コロナ危機と国連の動向：国連事務総長「政策概要」を中心に

2020年代は、新型コロナウイルスの世界的大流行から始まりました。国連は、コロナへの対

応にあたって人権保障を基礎とするよう、いち早く人権の旗を掲げています。

国連事務総長は、新型コロナウイルス対策に関する国連の方針として、各国政府に向けて一

連の「政策概要」を発しています。国連の加盟国である日本も、こうした政策概要をふまえた

対策を講じる必要があります。雑誌「賃金と社会保障」2020年10月下旬号（1764号）の特集号

で、主な文書の翻訳と解説を掲載していますので、ぜひご一読ください。

（1）国連事務総長「新型コロナウイルス感染症と人権―私たちは皆、共にこの

状況の中にいる（政策概要）」（2020年4月23日）
一連の政策概要のなかでも、2020年4月に出された国連事務総長「新型コロナウイルス感染

症と人権－私たちは皆、共にこの状況の中にいる」は、総論的な位置づけにあり、とても重要

な内容を述べています。

第1に、新型コロナウイルスは、人々の健康や公衆衛生上の危機を生じさせていますが、そ

れだけではなく「経済的・社会的な危機」をも引き起こし、さらには「人権上の危機」も引き

起こされている、と指摘しています。

第2に、誰にも平等にウイルス感染の可能性がある一方で、その被害や影響は不平等なもの

である、と指摘されています。その影響は、社会の中で特に傷つきやすく、脆弱な立場におか

れている人々に最も大きく現れており、そうした人々の人権が侵害され、あるいは危機にさら
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されていると述べられています。社会の

中で脆弱な立場にある人々には、例えば

貧困や経済的に困窮している人、障害の

ある人、病気の人、介護を必要としてい

る人、難民や外国人、そして高齢者も含

まれるとされています。

第3に、緊急時にこそ、その国・社会

の弱い部分、社会構造上の問題が顕著に

あらわれる、と述べられています。コロ

ナウイルス自体によって問題が引き起こ

されているのではなく、平常時から存在

していた社会の構造的な問題が、コロナ禍の中でいっそう顕著にあらわれている、ということ

です。結果として、社会の不平等がますます進む危険性があることも危惧されています。

第4に、最も重要な点として、国連事務総長は「コロナ禍にある今こそ、人権に基づいた対

応が必要である」という旨を繰り返し述べています。コロナ禍への対応にあたっては、何より

人権が基礎におかれなければならないこと、人権保障は「国家が遵守しなければならない義務

である」ことが強調されているのです。

少し引用しますと、「今は人権を無視する時ではない。今こそ、この危機への対応が人権に

基づいて講じられることが必要な時である」「人権に基づいて形成され、人権を尊重した対応

こそが、パンデミックを打ち負かし、すべての人に医療を保障し、人間の尊厳」を守ることが

できる、と述べられています。

もっとも優先されるべき「生命の権利」「健康権」「移動の自由」

そして第5に、人権の中でも特に、人々の生命と健康に対する権利が最も優先されなければ

ならないこと、今まで以上に経済的、社会的な権利が重要性をもつことが強調されています。

政策概要では、新型コロナウイルスの感染拡大の中では、特に3つの人権、すなわち「生命

の権利」「健康権・医療へアクセスする権利」「移動の自由」が何より優先されなければなら

ない、と述べられています。生命の権利については、国がコロナウイルスの対策を行う際に、

何よりも人々の命を守ることを第一として、対策を講じなければならないということです。健

康権・医療へアクセスする権利は、生命の権利を守るためにも不可欠な人権であって、今こそ、

すべての人が利用できる、包括的な医療保障制度の構築が不可欠であると述べられています。

移動の自由については、ウイルスの感染拡大を防ぎ、人々の生命や健康を守るために、移動

の自由に一定の制約を加えることが必要な場合も生じています。しかし、移動の自由は、他の

人権の実現にとっても欠くことのできない、極めて重要かつ基本的な人権です。仕事に行く、

買い物に行く、医者にかかる等、すべて移動の自由がなければ不可能です。そのため、移動の

自由を制約する場合でも、必要な医療や介護、教育といった基礎的なサービス、基礎的な人権

を確保することができるようにする必要がある、という点が強調されています。

また、国連事務総長は、「今ほど、国による社会権の保障がこれ程までに重要である時はな
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かった」と述べ、コロナ禍のなかでは、人間らしく生きる権利＝生存権や健康権などの経済的・

社会的人権の保障が今まで以上に重要性をもっていることが指摘されています。

「より良く回復する」ことが求められている ～人権を基礎とする社会へ

第6に、コロナ禍を克服した時には、前と同じ状態に戻るのではなく、「より良く回復する」

ことが求められています。今回のコロナ危機で生じたような社会的・経済的危機や人権の危機

を、将来、再び繰り返さないようにするためには、元どおりに回復するのではなく、より良く

回復しなければならない、と言えるでしょう。

国連事務総長は、先述のとおり、新型コロナ危機をはじめとする危機の中にあっては、その

国や社会の弱い部分がより顕著にあらわれる、と指摘しています。コロナ禍を克服した時に、

どのような国や社会を形成していくのか、より良く回復するには何が必要なのか。今こそ皆で

考え、話し合っていくことが必要なのです。

人権は、誰一人取り残すことなく、すべての人に差別なく平等に保障されなければなりませ

ん。国には、その保障義務があります。コロナ禍を契機として、私たちのこれまでの社会構造

上の弱い部分や課題を明らかにし、特に傷つきやすい立場にある人々の状況を直視して、人権

保障を基本とした国・社会のあり方へと作りかえていくことが求められていると言えるでしょ

う。

（2）「政策概要：高齢者への新型コロナウイルス感染症の影響」（2020年5月1日）
国連事務総長は、高齢者の固有のニーズにも目配りが必要であることから、特に高齢者を対

象とする政策概要も発表しています。それが「政策概要：高齢者への新型コロナウイルス感染

症の影響」（2020年5月）です。

この文書では、高齢者を対象としたコロナ対策を行うにあたって、4つの重要な優先事項を

掲げています。①医療上の決定は高齢者の尊厳と健康権保障に基づき行うこと、②物理的距離

の措置をとる場合も高齢者の社会的包摂と連帯を強化すること、③高齢者に全面的に焦点をあ

て総合的な社会的・経済的対応をとること、④高齢者の参加を拡大すること、の4つです。

1つ目は、他の年代の人たちと同じように高齢者も、人としての尊厳はもちろん、生命への

権利、健康権、医療を受ける権利なども平等に有しているので、これをおろそかにしてはいけ

ない、ということが強調されています。

2つ目は、先に移動の自由のところでも述べたように、例えばステイホームの措置などをと

るときでも、高齢者が社会の中で孤立しないように、高齢者を疎外しないように、積極的な措

置を講じる必要がある、ということを述べています。

3つ目は、高齢者の生活全体、あるいはライフサイクル全体をみて、包括的、総合的な対策

をとるべきである、ということです。

そして4つ目は、これも重要な点ですが、高齢者を対象とするコロナ対策等を講じる際には、

高齢者自身の参加が不可欠である、と述べています。これは、高齢者が社会から疎外されたり、

コロナの対策から締め出されたりしないために必要なことです。さらに、高齢者は長く生きて

きた存在であり、豊富な知識や経験、知恵を持った存在ですので、コロナの対策や、あるいは
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コロナ後の社会を作っていくにあたっても、高齢者のそうした知識や経験を活かして制度や政

策を作っていくことが大事である、ということを述べています。いずれも、とくに高齢者に焦

点をあてた重要な提言です。

4 国連の高齢者人権条約制定に向けた取組み
―第11回国連高齢化作業部会（2021年3月29日～4月1日）の様子―

以上のように、国連は新型コロナウイルスへの対応にあたって、人権保障をその中心におか

なければならないことを強調しています。しかし国際的に、いまだ高齢者に固有の人権条約は

制定されていません。そこで、高齢者人権条約の制定に向けた取組みを加速させることが必要

だ、とする認識が国連内でも高まってきています。

今年2021年の3月29日から4月1日に開催された、国連の第11回高齢化作業部会（ワーキング

グループ）では、この点が顕著にあらわれていました。ちなみに第11回会合は、本来は1年前

に実施される予定でしたが、コロナウイルスの影響により1年延期されたもので、今回は初め

てオンラインで開催されました。

高齢者人権条約の制定に向けて加速化

今回の作業部会において特徴的だった点は、何より、高齢者人権条約の制定に向けた動きが

加速化しているように見受けられたことです。国連事務総長の一連の政策概要などをうけて、

国連の作業部会でも、コロナ禍の中で、高齢者の人権危機が世界的にも深刻さを増しているこ

とが確認されました。また、従来の国際人権基準や人権システムでは、高齢者を対象とする人

権保障が不十分であった、という点についても共通認識として確認されたように思います。

会議1日目の冒頭に行われたケリス人権事務次長補佐の挨拶（声明）では、高齢者人権条約

の制定に向けた取り組みを加速化するようにという事務総長の勧告を踏まえて、今後の作業部

会での作業がそうした方向で行われることを期待する、と述べられました。議長からも、高齢

者に固有の人権条約の制定に向けて、今後、国連および各国の取り組みをいっそう加速してい

く必要がある、と繰り返し強調されていました。

条約の内容についての議論も進展

高齢化作業部会のこれまで10年にわたる取り組みの中で、高齢者人権条約の中味についての

議論も年々進展をみせています。これは、条約にはどういった権利を盛り込むのか、という規

範的内容に関する議論のことです。

2017年の第8回以降、毎年2つずつ高齢者の人権に関するテーマを取り上げ、実質的議論が開

始されました。これまでに、「平等・非差別」「ネグレクト・虐待・暴力」「高齢者の独立・

自律」「長期ケア・緩和ケア」「教育、職業訓練、生涯学習」「社会保障と社会的保護」のテー

マが取り上げられました。

今回は、前回取り上げた2つのテーマ「社会保障・社会的保護」と「教育・職業訓練、生涯

学習」の各権利について、引き続き具体的、専門的な討議が行われるとともに、新たに「労働
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権と労働市場へのアクセス」「司法へのアクセス」の2つのテーマが取り上げられ、各国にお

ける人権上の課題等について討議が行われました。

市民組織の取り組みと国際的連携も活発化 ～日本の高齢期運動からも発信～

こうした高齢者人権条約の制定に向けた取り組みを積極的にけん引しているのが、国際的な

市民組織の活動です。国を超えた市民間の連携は、この間いっそう活発化・強化していると実

感しています。

また、これまでは主に国連に人権条約の制定を求める働きかけが中心でしたが、最近では国

際的なNGOが共同で、条約の内容についての独自の提言なども出しています。国連の作業部会

とも良いパートナーシップが築かれているようで、市民の影響力はますます強くなっているよ

うに感じられます。

こうした国際的な市民運動とも連携しながら、日本高齢期運動サポートセンターは、今回の

作業部会にも参加しました。今回は、ビデオによる発言という初の試みも行いました。ビデオ

発言では、日本の高齢者の主体的な取り組みと参加によって「日本高齢者人権宣言」の第一次

草案を作成したことを世界に発信し、この取組みが国際的な高齢者の人権保障にも貢献するも

のである、と訴えました。

ちなみに、今回はオンライン開催のため、会議中の市民側の発言枠は、例年よりも限定され

ていましが、その中に、日本の高齢者人権宣言づくりに関する発言が選ばれたのです。この取

組みが国際的にも注目されている証拠だと思います。

5 日本における高齢者の人権保障の課題
～「日本高齢者人権宣言（一次草案）」の意義と概要～

以上のとおり、コロナウイルスへの対応の中心に人権が置かれる必要があるとともに、コロ

ナ後は、人権保障を基礎とする国・社会へと「より良く回復する」ことが必要です。

現在、日本の高齢期運動が取り組んでいる「日本高齢者人権宣言」づくりの運動は、ポスト・

コロナ時代に向けて、そうした人権に基づく国や社会構造へと転換していくための理念や原則、

そして人権や国の義務の具体的な中味について提示する、非常に意義のある取り組みだと思い

ます。

そこで最後に、昨年（2020年）6月の日本高齢期運動連絡会の定期総会で決議された「日本

高齢者人権宣言（第一次草案）」（以下、「宣言案」と略）の概要について、簡単に述べてお

きたいと思います。

（1）宣言案の構成と5つの基本原理 ―「尊厳」「独立」「参加」「ケア」「自己実現」―
この宣言案は、前文と本文、付属文書から構成されています。付属文書と前文では、なぜい

ま「人権」か、といった点などについて、日本や世界の歴史と現状、人権保障の動向や到達点

などに基づき述べられています。

この宣言案は、まず日本の最高法規である日本国憲法に基づいています。日本国憲法は「国
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民主権」「平和主義」と並んで「基本的人権の尊重」を基本原理としています。宣言案は、日

本国憲法で定める基本的人権の保障を、高齢者について具体化・実質化するという意味を有し

ています。

また、宣言案は、国際的な高齢者の人権保障に関する発展動向とその到達点も反映して作ら

れています。日本国憲法が制定されたのは1946年ですので、そこから現在までの間に、国内で

も国際的にも社会状況は大きく変化しています。人権の中身についても、国際的にみると大き

く発展し、内容も豊富化しています。特に2015年の米州機構の「高齢者人権条約」は、世界で

最も新しい、高齢者に固有の地域的な人権条約ですので、その内容も大いに取り入れています。

宣言案の本文では、最初に「尊厳」「独立」「参加」「ケア」「自己実現」という5つの高

齢者の人権保障についての基本原理を掲げています。これは、1991年に国連総会が決議した

「高齢者のための国連原則」が示した５つの基本原理に基づくものです。日本の状況にあわせ

て若干、修正を加えています。

（2）高齢者に保障されるべき人権の種類
次に、宣言案のⅡでは、高齢者に保障されるべき人権の種類として、23の具体的な人権を挙

げています。ここで大事なことは、まず、高齢者は他の年齢の人々と平等に、差別なく、あら

ゆる種類の人権を保障されなければならないことです。それに加えて、高齢者として「固有」

のニーズもありますので、そうした「固有のニーズ」に対応した人権の保障も行われなければ

なりません。この両方が必要なのです。

①年齢による差別の禁止

具体的にいくつかの人権についてみていきましょう。最初に、年齢による差別、つまりエイ

ジズムの禁止が定められています。従来の世界人権宣言や国際人権規約など、高齢者にかぎら

ずすべての人に普遍的に適用される既存の国連の人権文書では、年齢による差別の禁止をはっ

きりと謳った条文はありませんでした。国連の高齢化作業部会などの場を通じて、高齢者に固

有の人権のひとつとして年齢差別の禁止、エイジズムの禁止が強調されるようになりました。

高齢に固有の地域的な人権条約である米州機構の高齢者人権条約も、その5条で年齢差別の禁

止を明確に定めるに至っています。

宣言案では、「高齢者は、他の年代の人々と平等な権利が保障されます。年齢によって差別

されてはなりません」と定めています。また、「とくに、高齢で、女性、障害のある人、他者

からケアを受けている人、性的・民族的・思想的な少数者、貧困状態にある人など複合的な差

別を受けやすい高齢者が差別されず、平等な権利が保障されなければなりません」として、年

齢とともに、他の要素でも複合的な差別を受けやすい立場にある高齢者に対する権利保障がと

くに平等に行われるよう求めています。

②いのちと尊厳が守られる権利

宣言案では、高齢者には、他の年代の人々と等しく、「生きる権利」と「生涯にわたって尊

厳を守られる権利」があると定めています（宣言案2項）。
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生きる権利、つまり生命権は、すべての人権の基礎となるものです。尊厳とは、「一人ひとり

がその価値において平等であり、他者とはとって代えられない、かけがえのない存在として尊

ばれる」（基本原理・「尊厳」）ことを意味します。尊厳の保障のためには、この宣言案に掲

げるすべての人権が保障されることが必要ですが、とりわけ、「自己決定」に基づいた生活が

可能であること（基本原理「独立」）が不可欠です。

③精神的な自由権、身体的な自由権

日本国憲法では、すべての国民に保障される基本的人権として、さまざまな種類の精神的、

身体的、経済的な自由権が定められています。たとえば思想・信条の自由（憲19条）、信教の

自由（同20条）、言論や表現の自由（同21条）、憲法13条を根拠とするプライバシー権や名誉

権、生活についての自己決定権なども保障されなければならないと解されています。また、奴

隷的拘束の禁止や強制労働の禁止（同18条）、居住・移動の自由（同22条）などの身体的自由

権も多く規定されています。

宣言案の5項～8項、17・18項、21項などは、こうした自由権を、高齢者にも等しく保障され

なければならない人権として位置づけています。例えば、宣言案の7項は「高齢者が自由に自

己の考えや思想をもち、宗教を信仰する自由」、8項は「自分の考えや情報を自由に表現し、

発信する権利」「必要な情報にアクセスし、情報を取得する権利」を掲げています。9項は

「プライバシーが守られ、名誉を侵害されない権利」が定められています。

なお、自由権については、伝統的に「国家からの自由」という意味が強調されてきました。

簡単にいえば、国や自治体が国民の私生活や行動に対して介入しない、干渉しないことが自由

権の保障だ、と考えられてきました。しかし、高齢者に関していうと、国が単に何もせず、自

由放任に任せていれば自由権が十分保障されるとは言えない部分も多くあります。例えば、交

通権や移動の自由（同18項）も、高齢者に実際に保障されるためには、交通機関や建物、サー

ビス等が「高齢者の固有のニーズに配慮して、実際に利用しやすいもの」でなければなりませ

ん。

また、病院や福祉施設などを利用する場合にも、高齢者のプライバシーの権利等が十分に守

られなければなりません（9項）。そのためには、国や自治体が法制度や基準等を整備し、財

政の裏付けも行うなど積極的な措置が講じられて初めて、利用者のプライバシー権が保障され

るのです。高齢者の自由権の保障にあたっては、こうした側面も見逃すことができません。

④十分な生活水準への権利、社会保障の権利

十分な生活水準についての権利や社会保障の権利は、日本国憲法25条で定められたすべての

国民の基本的人権であるだけでなく、世界人権宣言22条、25条や経済的、社会的及び文化的権

利に関する国際規約（A規約）9条や11条にも規定された、普遍的な人権の一つです。

宣言案10項は、A規約9条、11条に基づき、高齢者とその家族は「必要な食糧、衣類、住居等

を内容とする十分な生活水準を保障される権利」を有すること、またその具体的手段として

「年金、医療、介護、社会福祉サービス、生活保護などを含む必要な社会保障を受ける権利」

を有することを定めています。これらの権利は、高齢者が「尊厳を保持し、自律的で独立した
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生活をおくる」ことを可能にするためにも不可欠である、という点も重要だと言えます。

「十分な生活水準」とは、憲法25条でいう「最低限度の生活水準」よりもさらに豊かな生活

の内容を含むものであり、その水準は「社会の変化にあわせて絶えず改善」されなければなり

ません。また、それを具体化する社会保障の水準も「合理的な理由なく、･･･水準を引き下げ

ることは許されません」（同2段）。

宣言案の17項にある住まいの権利は、十分な生活水準の権利を保障するためにも必要不可欠

な人権の1つです。住まいは人権であり、すべての高齢者が「健康的で快適な、適切な水準の

住居を環境で暮らす権利」が保障されなければなりません。そのためには、適切な水準の住ま

いが「誰もが利用しやすい物理的、経済的条件によって利用できなければ」なりません（同2

段）。高齢者が希望する限り、「住み慣れた住居と地域に住み続ける権利」（同1段）が保障

されることも重要でしょう。

⑤健康権：到達可能な最高水準の健康を享受する権利

健康権は、“「健康で」文化的な最低限度の生活を営む権利”を掲げる憲法25条1項に根拠

をもつ人権の1つであると解されています。国際人権規約A規約では、健康権について、さらに

発展した内容を定めています。すなわち、A規約12条は、健康権について独立した条文を定め

ており、その内容も「到達可能な最高水準の健康」が保障されなければならないと規定してい

ます。憲法25条でいう「最低限度の水準」を上回る「最高水準」の健康と医療を保障すること

が、締約国に求められているのです。

宣言案の11項では、このA規約12条にもとづき、高齢者の健康権を定めています。

この健康権保障の中心は、健康および医療を受ける権利ですが、宣言案では、それに加えて、

高齢者が自分の健康と医療について「十分な情報を受けた上で、自己決定が保障されなければ

ならない」権利、すなわち高齢者自身の健康と医療に対する自己決定の保障も重要な権利とし

て位置づけています。その意味では、健康権は経済的・社会的権利であるとともに自由権とし

ての性質も有する、複合的な人権だと言えます。

また、高齢者に固有の内容として、保障される「医療」の中に、「健康づくり、予防、治療、

リハビリテーション」と並んで「緩和ケア」も含まれる必要があります。

⑥長期ケアを受ける権利

長期ケアを受ける権利、すなわち高齢者が介護等の必要なケアを受ける権利については、こ

れまで国連の人権条約などでも明確に位置づけられてきませんでした。高齢者の人権保障が国

際的に発展していく中で、次第に、高齢者にとって必要不可欠な人権の1つであることが認識

され、人権文書などに盛り込まれるようになったものです。 国連人権高等弁務官が高齢者の

人権保障の実施状況について分析した2012年の報告書では、特に重大な人権侵害が生じている

権利の一つに、この長期ケアを受ける権利も含まれています。

長期ケアを受ける権利は、必要な介護等を適切に受けることができる、という意味にとどま

りません。1991年の高齢者のための国連原則では、基本原理として「独立」や「尊厳」の原理
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をかかげると同時に、「ケア」の原理

もかかげています。高齢期になっても

尊厳と独立を保って生活することが可

能であるためには、必要な「ケア」を

十分に受けられることが不可欠だから

です。逆にいえば、高齢者が十分な介

護等を受けることができない場合には、

その高齢者の人間としての尊厳や独立

が実現できない、と言わざるを得ませ

ん。

宣言案の12項は、こうした趣旨で

「長期ケアを受ける権利」を掲げています。同項ではまた、長期ケアが「本人の自己決定に基

づき」「本人の望む場所（自宅、施設、別の家）で提供」されなければならない、としていま

す。本人の意思に反して施設に入所を余儀なくされたり、また逆に、施設入所を希望するのに

空きがないため在宅介護を余儀なくされるような事態は、同項に照らせば許されないと言える

でしょう。

また、長期ケアは「高齢者の尊厳、独立と自律、プライバシー」を守ることができるような

質や量、水準が保障されなければなりません。雑居部屋でプライバシーが守られないような施

設環境や、尊厳や独立性が守られない不十分なケアの質や量などは、直ちに改められなければ

なりません。

宣言案の同項2段では、高齢者本人に加えて、「家族一人一人の固有の人権」が保障されな

ければならないと述べています。「高齢者を介護する家族」の深刻な人権侵害は大きな社会問

題となっています。介護殺人・介護心中などが後を絶たない日本の状況に照らせば、家族の人

権も保障される必要があることは明白でしょう。また介護をしている家族には、「必要なサポー

トを受ける権利」も保障されなければなりません。こうした家族や養護者の権利が十分に保障

されなければ、介護を受ける高齢者自身の人権も守られないと言えるでしょう。

⑦文化、レクレーションやスポーツ等を楽しむ権利、学習権と発達の権利

高齢者は、憲法25条1項で“健康で「文化的な」最低限度の生活”と書かれているように、

人間らしい生活の内容として、衣食住だけではなく、他の年齢の人々と等しく、文化や芸術、

科学技術の成果を享受できる権利を保障されること、すなわち文化的な生活をおくることが可

能でなければなりません（宣言案15項）。また、レクレーションやスポーツを楽しむことも、

他の年齢の人々と同様に、高齢者の人権の1つに位置づけられます（宣言案16項）。これらの

権利は、「ケアを必要としたり、経済的困難がある高齢者」であっても等しく享受できなけれ

ばなりません。例えば、無料または低額で楽しめたり、物理的・環境的にも誰でも利用しやす

いように設備等が工夫される必要があるでしょう（同16項）。

さらに、高齢者が「生涯にわたって自己の可能性を最大限に伸ばし、追求できる」ためには

（基本原理・「自己実現」）、高齢者に対しても、生涯にわたって学習権と発達する権利が保
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障されることが重要です（宣言案14項）。学習権や発達する権利は、子どもだけのものではあ

りません。高齢者にとっても、社会の変化に対応したり、新しい科学技術を利用したり、本人

の希望にそくして労働権を行使し続けるためにも不可欠な人権だと言えます。宣言案では、高

齢者に関しては特に、職業教育、情報や科学技術に関する教育、社会保障等の権利に関する教

育、その他自分の権利を行使するための制度や方法に関する教育が重要である、と位置づけら

れています（同14項）。

⑧暴力・虐待を受けない権利

国連の高齢化業部会では、高齢者に対する暴力・虐待は重大な人権侵害であるとして、これ

までに度々取り上げられてきました。私たち日本高齢期運動サポートセンターのメンバーも、

国連の作業部会やサイドイベント等で、高齢者虐待の究極の形である日本の介護殺人・介護心

中事件について何度か紹介してきました。米州条約の中でも、高齢者が暴力・虐待を受けない

権利が盛り込まれています（米州9条、13条等）。

宣言案の5項、6項では、高齢者の身体の自由と安全、暴力・虐待を受けない権利を定めてい

ます。また高齢者については、身体的・精神的・性的な暴力ないし虐待と並んで、施設や在宅

における身体的拘束や、高齢者に対する経済的搾取などの問題も深刻です。これらを人権侵害

の問題として捉えることが重要です。また、宣言案10項で述べるように、高齢者の「非人道的

な扱い、品位を傷つける扱いを受けない権利」が守られることも重要です。

さらに、高齢者に対する暴力や虐待を防止・根絶するためには、その前提として、必要な介

護サービス等のケアが十分かつ適切に保障されることが不可欠です。こうした権利の保障があっ

てこそ、高齢者の身体等の安全の権利が実現される、という点も忘れてはなりません。

⑨参加の権利：政治参加、行政参加、司法参加、社会参加の権利

1991年の高齢者のための国連原則やマドリッド国際行動計画、そして近年のコロナ対策に関

する諸文書においても、国連は一貫して、高齢者自身の積極的な参加を重視しています。とく

に、高齢者に関連する制度や施策等の策定・実施においては、高齢者自身や高齢者団体が参加

し、意見を述べ、影響力を行使することが極めて重要であるとされています。

宣言案でも、基本原理、4項、そして20項など、多くの項目で、高齢者の「参加の権利」を

位置づけています。基本原理では、高齢者が「社会の構成員として社会のあらゆる側面に関与

し、影響力を行使できる」べきと述べられています。

これを実現するために、高齢者の社会参加の権利（4項）や、政治参加、行政参加、司法参

加の権利（20項）などが定められています。4項では、高齢者が「社会に積極的かつ全面的に

参加する権利」があるとともに、特に「高齢者に直接関係する制度や施策の立案・実施・検証

には、高齢者と高齢者団体の積極的参加が保障されなければなりません」としています。20項

では、選挙や政治活動を通じた政治参加の権利や、行政施策の立案、決定、実施、検証過程に

参加する行政参加の権利、さらに裁判を受ける権利や司法へのアクセス権と司法参加の権利が

保障されなければならない、と述べられています。特に権利が侵害された場合に、権利救済の

ための制度にアクセスでき、審査請求や裁判を受ける権利が実質的に保障されることが、高齢
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者の人権保障にあたってきわめて重要であると言えるでしょう（同23項）。

⑩災害や緊急事態における権利

日本は自然災害の特に多く国です。自然災害や原発事故などの人的災害、現在のコロナ禍な

どの場合であっても、高齢者は、他の年齢の人々と比べて差別されることなく、平等に人権が

守られなければなりません。特にそのような場面においては、高齢者の固有のニーズに十分に

配慮した措置や対応が採られることが必要です。

宣言案は22項で、「自然災害や原発事故などの人的災害、その他の緊急事態においては、高

齢者の固有のニーズが保障されなければなりません」として、災害時に例えば避難所等におい

て、高齢者に配慮した措置や対応が採られることを求めています。

（3）国・自治体・企業の義務および責任
人権は、単に「公助」や「支援」されるものではなく、国によって「保障」されなければな

らないものです。そして、人権の侵害や剥奪に対しては、裁判を起こして違憲審査権を行使す

ることができます。

この国の基本法であり最高法規である日本国憲法は、国民主権、平和主義と並んで基本的人

権の保障を最も重要な基本原理の1つとして掲げています。それゆえ、本来、国や自治体は、

国民ないし住民の人権保障を目的として活動しなければならないのです。国や自治体に人権保

障の責任を果たさせること、国や地方自治体の立法、行政、予算や財政のあり方を、人権保障

を目的とするものへと転換させることが、今こそ重要であると言えるでしょう。

宣言案では、Ⅲとして、国・自治体・企業の義務と責任について述べています。最初に、高

齢者の「人権保障に対する最終的な義務」が国にあることを明記しています。そして、国と自

治体は「この宣言の実現をめざすことを政策の基調」としなければならないこと、企業も「こ

の宣言を基準として活動する責任」があると述べています。

さらに、高齢者の人権保障のための財源は「国、自治体、企業の負担を原則」とする、とし

ています。これは国や自治体の人権保障の義務を、財政面でも具体化させたものです。相次ぐ

社会保障制度改革の結果、医療や介護などに関する高齢者自身の自己負担は著しく引き上げら

れています。宣言案では、「高齢者の尊厳を保持した生活を妨げるほど高額な費用負担を求め

ることは許されません」として、過度な自己負担は人権侵害であるとする立場をとっています。

（4）人権保障に向けた不断の努力義務
宣言案はⅣとして、高齢者自身の「人権保障に向けた不断の努力義務」を掲げています。日

本国憲法97条は、人権とは、人類の多年にわたる闘いによって勝ち取ってきたものであること

を明言し、さらにこの憲法と人権を「不断の努力により保持」（憲12条）することを国民の義

務として定めています。

人権というのは、どこからか自動的に与えられるものではなくて、人類が長い権利獲得の闘

いを経て勝ち取ってきたものなのですから、それらが侵害されたり、軽視された場合には、けっ

して見過ごしていては駄目であって、絶えず権利を保持し、将来の世代のためにも守り、発展
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させていかなければならない、という義務をすべての国民に課しているのです。

そこで宣言案でも、ここで挙げた数々の権利がそうした権利獲得の闘いの成果であることを

肝に銘じ、高齢者自身が「不断の努力によって保持」しなければならないこと、そして、これ

らの権利の普及と実現に向けて、高齢者が不断の義務を行うことを、高齢者自身の決意表明と

して盛り込んでいます（Ⅳ2項）。

最終的に目指されるのは、「すべての年齢の人々の人権と尊厳が保障される社会」です。こ

うした不断の努力を行う際には、高齢者はさまざまな年齢の人々と連帯し、また、アジア諸国

をはじめとする世界の人々とも連帯して、平和、民主主義、人権保障の実現をめざしていくこ

とが表明されています（Ⅳ3項、4項）。

6 まとめにかえて

現在、国際的には、高齢者人権条約の制定に向けた取り組みが加速化しています。以前は、

日本政府を含む相当な数の参加国が、新たな条約制定について消極的な態度を示し、作業部会

の作業もやや停滞しているように見える時期もありました。しかし、作業部会も11回目を迎え、

少しずつ流れが変化してきているように思われます。

日本の高齢期運動連絡会や高齢期運動サポートセンターが、国連に高齢者人権条約の制定を

求める取り組みを継続し、日本政府に対しても粘り強く働きかけを続けてきた結果、近年では

日本政府の態度に少しずつ前向きな変化がみられるようになったと思います。これは高齢者運

動の成果の1つだろうと思います。

今後いっそう、国際的な市民間の連帯と当事者である高齢者の積極的な運動が必要になって

くると思います。今後の日本の高齢期運動のさらなる発展を期待するとともに、私も引き続き、

皆さんと力を合わせて取り組んでいきたいと思っています。

【参考文献】

・賃金と社会保障1702号（2018年）「特集・高齢者人権条約の実現を！」

・賃金と社会保障1725号（2019年）「特集・高齢者人権条約の実現を！第2弾」

・賃金と社会保障1764号（2020年）「特集・高齢者人権条約の実現を！第3弾」

・日本高齢期運動連絡会・日本高齢期運動サポートセンター『高齢期運動のブックレットNo.5 ：人権の旗を掲げ

て 日本高齢者人権宣言（第1次草案）―策定議論を深めるために―』（2020年）

・Japan Senior Citizen’sCouncil & Japan Support Center for Activity and Research for Older

Persons, The Japanese Declaration of Human Rights of Older Persons (the first draft),

June 8th, 2020.(リーフレット「英語訳・日本高齢者人権宣言（第1次草案）」)

・井上英夫「新型コロナウイルス感染症と人権―健康権と住み続ける権利を中心に」労旬1969号

（2020年） 6-15頁

・井上英夫「日本高齢者人権宣言の意義と課題：人権・健康権のにない手に期待する」民医連医療586号
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日本高齢者人権宣言の意義と課題
－日本高齢者人権宣言第２次草案ぎろんのために－

日本高齢者人権宣言起草委員会 座長 井 上 英 夫
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(6)自助、共助・互助、公助から人権の「保障」へ

(7)老人から高齢者へ－人権にふさわしい呼び方を

2 やさしい言葉で騙されないために

(1)いじめ、虐待、拘束

(2)弱者と呼ばれたくない

(3)共生社会、ノーマライゼーション、インクルージョン

(4)尊重と保障

(5)SDGｓ－開発と発展

(6)寄り添い、助け合い、優しい心、愛と家族の人権保障

(7)人権のにない手の人権保障

五 日本高齢者人権宣言制定運動のすすめ方－コロナ禍をこえて



コロナ禍、災害、貧困等そして日本の人権保障政策の貧困により

日本の人々とりわけ高齢者（一般に65歳以上の人々をさします）が

苦難にさらされています。災害や緊急事態にはその国の諸問題が目

の前に現れます。高齢者をはじめとする人々、社会、国のありよう、

未来が問われています。日本高齢者人権宣言を掲げ、日本を人権保

障大国へと変えていきましょう。

一 「人権のためのたたかい」の成果としての
日本高齢者人権宣言

憲法97条を見てください。基本的人権（以下人権）の本質として、①基本的人権は、人類の

多年にわたる自由獲得の努力の成果であり、②過去幾多の試錬に堪へ、③侵すことのできない

永久の権利として、④現在及び将来の国民に対し託されている、と規定しています。ここに

「努力」は英文ではstruggleまさにたたかいにほかなりません。さらに、12条は、人権は、①

国民の不断の努力によって、②保持しなければならない、と国民に厳しい「不断の努力義務」

を課しています。

憲法、とくに97条、12条に学ぶべきは、①人類的・国際的視点、②人権の歴史とりわけ闘争

史観、③そして未来志向の姿勢です。

ところが、自民党の憲法改正草案では、97条は全文削除です。支配者、権力者にとって最も

怖い、邪魔な条文だということでしょう。

日本高齢者人権宣言は、世界そして日本の人々のたたかいの成果にほかならず、さらに将来

に向かって試練を乗り越え、憲法を守り発展させ人権を不可侵の権利として確立していく、そ

の礎となるものです。

高齢者人権宣言運動は、まさに人権のためのたたかいであり、私たちの不断の努力義務を果

たすものです。

日本高齢者人権宣言第二次草案（以下第二次草案）を、じっくり、皆さんで読んでください。

できれば『高齢期運動のブックレット5号－策定論議を深めるために－』もお読みください。

この「読み合わせ」そして話し合いは、地域からひとりぼっちの高齢者、孤独、孤立した人々

を無くすことにつながるでしょう。

二 日本高齢者人権宣言第一次草案へのご意見から

昨年6月、高齢者人権宣言第一次草案（以下第一次草案）が発表されてから各地で学習会が

開かれ、高齢者大会でも議論がされています。今回の高齢者人権宣言づくり運動で最も重視し

ているのは高齢者自身、そしてこども、青年、壮年、中年等すべての年齢の人々の参加です。

以下、質問やご意見の中で重要な点について考えてみましょう。
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1 何故、「高齢者」の人権宣言なのか
人権はすべての人に保障されるべきだ。何故高齢者に

限定するのか。若者や他の「世代」との対立をあおるだ

けではないか、というご意見があります。

確かに、高齢者の人権だけ保障されればよいと考えて

いると受け取り、宣伝し、高齢者と若者等他の世代の人々

との分断を図り、対立をあおろうとする勢力もあるでしょ

う。しかし、それは「ゲスの勘繰り」というものです。

第二次草案の前文を見ていただければ、すべての人の人

権保障をめざしていることがわかるでしょう。

この点、ちょっと、厄介な議論を紹介しましょう。

人権は、年齢、性別、人種、障害、身分、生まれ、職業、病気、貧困等々の原因にかかわら

ず、すべての人が、尊厳をもって人間らしく暮らすために基本的に必須なものすなわちニーズ

を満たす権利です。すべての人に共通し、等しく保障される権利ですから普遍的人権と言いま

す。

他方、高齢者、障害や病気で苦しんでいる人は、人権が侵害・剥奪され、差別されやすい人

（vulnerable傷つきやすい人と言います）は、一人ひとり固有の困難そしてニーズを抱えてい

ますね。すなわち固有のニーズです。

加齢に伴って、病気がちになれば医療の保障が、歩けなくなった人には車いすを、寝たきり、

認知症のかたには自宅や施設、病院等での看護や介護、ケア・世話が必要となるでしょう。そ

の加齢に伴う固有のニーズを満たし、権利として保障すること、これが固有の人権の保障です。

固有の人権の保障を徹底すればすべての人の普遍的人権が保障されることになります。

国連の人権条約は、このような考えで創られています。1966年の国際人権規約は、すべての

人の人権すなわち普遍的人権を保障する条約です。これに対して、その後、こどもの権利条約、

女性差別禁止条約、そして障害のある人の権利条約すなわち固有の人権条約が作られてきまし

た。

国際人権規約というすべての人に人権を保障した普遍的権利条約があるのだから、固有・個

別の人権条約は必要ないという反対意見がありました。しかし、固有の人権保障を徹底するこ

とが、普遍的人権保障につながるということで、反対論を克服して、固有の人権条約が作られ

てきたのです。そして、残されているのが、高齢者人権条約です。また、働いている人びと、

現役労働者には労働権や労働基本権の保障、さらには社会保障の権利がうたわれているILO条

約等がありますが、近年の状況を考えると若者・青年の固有のニーズを満たすための固有の権

利条約も必要になるでしょう。

第二次草案を見てください。ここに掲げられた理念、原理はすべての人に当てはまります。

そして23の原則の権利主体すなわち主語は高齢者ですが、これを障害のある人、こども、女性、

若者等に変えてみてください。多くの原則は、みんなに当てはまるでしょう。ただ、高齢者に

固有のニーズ・必要に限定される原則もあるでしょう。是非探してみてください。また、足り

なければ、原則に加えましょう。
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2 高齢者の人権が保障されない国は、こども、若者の人権も保障されない
人権はすべての人に保障されるものですが、日本では高齢者のみならず、こども、女性、障

害のある人、性的マイノリテイ、人種等を理由に人権が侵害・剥奪されています。しかし、最

近は少子・高齢化の進行に伴い、高齢者は価値のない者なのに優遇されすぎている。それゆえ、

年金や医療、介護に税金がかかりすぎる、将来を担うこどもや若者に手厚くすべきだというよ

うな議論が力を増しています。しかし、考えてください。2000万円問題はじめ年金で高齢期を

送れない人は沢山います。介護は、家族負担にされ介護・病苦殺人・心中、孤独死・孤立死、

さらには、人権の砦であるべき福祉施設や病院で命・生命権を奪われ、虐待・拘束も絶えない。

施設や公営住宅などにも行けない人々が、劣悪な住居・生活環境に追いやられ、焼死させられ

る。こんな悲惨・残酷な状況が続いています。

他方、こどもも、保育問題、養護問題、育児放棄、家庭内暴力にさらされ、若者はじめ現役

労働者は派遣、臨時雇用が4割にもなり、働いても満足な生活ができないワーキングプアにさ

せられている。こうした状況を見れば高齢者だけではなく、こども、若者、働いている人々も

大切にされていない。人権が保障されていない。したがって、高齢者はじめすべての人々の人

権が等しく保障されなければならないのです。

そして、世界の歴史、現状、日本の歴史を見ても高齢者が大事にされ人権が保障されないよ

うな国が、こどもや若者の人権を保障した試しはないのです。こどもから高齢者まで、すべて

の年齢の人の人権を保障すること、すなわち普遍的人権の保障こそ大事なのです。

3 生活の実態、制度・政策の実態＝人権の侵害・剥奪として
高齢者人権宣言の大前提は、私たちの日々の暮らし、生活、健康がどうなっているか、です。

私たちの周りで、高齢者にどんな問題が起きているか、困難があるのか、問題や困難を克服す

るには何が必要（ニーズ）なのか、話し合ってみてください。そしてその問題や困難は23の人

権のうちどんな人権を、誰が、どのように侵害し、奪っているのか、話し合ってみてください。

そうすれば、問題解決のために国・自治体に人権保障を求めてたたかう方向が見えてきます。

三 人権とは何か－高齢化先進国・人権後進国日本の方向

日本が進む道はどこか。その方向を示すのが高齢者人権宣言ですが、そもそも、人権とは何

か、人権を掲げることにどんな意味があるのでしょうか。あらためて考えてみましょう。

1 人権のあゆみ－第二次大戦への反省から
第二次大戦は、人類に残虐行為による悲惨な結果をもたらしました。戦争への深い反省のも

と1948年には国連は世界人権宣言を発します。「人権の無視及び軽侮が、人類の良心を踏みに

じった野蛮行為をもたらし」たので、「人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲る

ことのできない権利とを承認することは、世界における自由、正義及び平和の基礎である」と。

これに先立つ1946年に公布された日本国憲法は、平和的生存権を基礎とした基本的人権（人権）

の保障を、戦後世界、そして日本の進むべき道として示したのです。このことは、繰り返し、
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繰り返し確認されなければなりません。

それから70年余、戦争、飢餓、貧困、人種等差別等困難な問題を抱えながらも、国連の人権

条約をはじめ世界の人権保障は大きく発展を遂げています。

もはや、日本でも人権の大切さを正面から否定する人はいないでしょう。しかし、残念なが

ら、とりわけ国や自治体の具体的政策にはいかされず、敵視すらしているという先進国の中で

の人権の孤立・後進国状態が続いています。

人権や尊厳、言葉としては氾濫していますが、その歴史、内容、意義はどれほど理解されて

いるでしょうか。私たちの日々の生活、国の政策にどれほど生かされているでしょうか。

人権は、大事だが、難しい、面倒だし、厄介だということで敬遠し、神棚に祭り上げられては

いないでしょうか。

2 人権とは何でしょう
第二次草案をお読みください。決して難しくないし、私たちが人間らしいくらしを送るため

の当たり前の権利を保障するものです。前文で、「基本的人権（人権）とは、それ無くしては

人間として生きていけない生きる基本の保障です。その理念は、人間の尊厳です。尊厳の本質

とは、すべての人が価値において平等で、取って代われないことと、一人ひとりが自己決定で

きるということです。尊厳が保障されたといえるのは、人権が十分に保障されたときにほかな

りません。」といっています。

決して、難しい、別世界の物でなく、私たちの日常生活、朝起きて食事、排便し、通勤や通

学、レジャー、文化等種々の、社会活動に参加し、夜は布団に寝る、という普通の、当たり前

の生活を保障するものです。宣言の本体「高齢者に保障される人権」では、5つの基本原理と

23の人権、そして国や自治体・企業の責任が謳われています。どれも当たり前のことでしょう。

その意味で、人権は空気のようなものです。普段、人権に守られているのですが、無くなっ

てはじめて、生きていけないことに気づくわけです。

3 人権が保障されていることの意味
今、なぜ人権か、そして人権保障の意義については、高齢期運動のブックレットNo.5『日本

高齢者人権宣言策定に向けて』、で詳しく解説していますが、人権が保障されていることの意

味でとくに重要なのは次の点です。

①人権は、憲法の保障する最高位の権利です（憲法98条）。②人権侵害・剥奪に対しては、

裁判を起こし違憲立法審査権を行使し、立法、行政、司法（判決）を違憲として裁き無効にで

きます。③人権は、人々に自粛・自衛、自助、共助・互助を強要するものではありません。ま

して支援・応援にとどまる「公助」ではなく、国・自治体に「保障」の義務と責任があります。

④税金は人権保障のために使われなければなりません。

4 人権はたたかうものの手にある
最も大事なことは、先に述べたように、人権は権力者のお恵みでも、天から降ってくるもの

でもなく、人々の闘いによって勝ち取られたものだということです。たたかわなければすぐに
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侵害され、奪われるということです。

高齢者は、哀れみや同情、お恵みの対象となる弱者ではなく、主権者であり人権のためにた

たかい、運動に参加する主人公です。「私たち抜きに、私たちのことを決めないで」と声をあ

げましょう。

皆さん、徹底した学習・議論に参加し人権意識を高めましょう。第二次草案をさらに豊かに

し、人権の旗を高く掲げ、国・自治体に人権を保障させ、すべての人が長寿を喜び合える真の

長寿社会建設へ飛躍しましょう。

四 言葉の意味を考える－言葉に騙されないために

1 言葉の意味
まず、高齢者人権宣言で用いられている言葉の意味について考えてみましょう。人権保障に

ふさわしい呼び方や言葉そしてその意味を理解していただくためです。

（1）高齢者運動から高齢期運動へ－すべての年齢の人々の運動へ

高齢者人権宣言は、決して高齢者のためだけのものではありません。赤ちゃんそして若者は

じめすべての人々が生きていれば高齢期を迎えます。現在は、家族の経済状態、教育、そして

現役時代の雇用・賃金等の格差・不平等がそのまま高齢期に反映されます。すべての人が豊か

な高齢期を迎えるためには、すべての年齢の人々の人権が十分に保障されなければならない。

したがって、高齢者人権宣言運動は、高齢者だけの運動ではなく、高齢期を迎えるすべての人々

の運動、すなわち高齢期運動になるのです。

高齢者は、一般的には65歳以上の人々をさしますが、世代としてひとくくりにしないで、一

人ひとりを大事にし、固有のニーズを満たすそして世代間対立を超えるという意味をこめ、草

案では、「すべての年齢の人びと」と呼んでいます。

宣言を、ご自分や周りの人々の生活と照らし合わせてじっくり読んでみてください。ここで

は、皆さんあまり聞きなれないと思いますが、基本原理等に掲げられているケアと独立などに

ついてその意味を考えてみましょう。

（2）ケアとサービス

ケアとは、日本では、介護と訳されますが、もっと広い意味で、看護も含みます。「世話」

としても良いのですが、「尊厳や独立の保持に必要な医療、長期ケア、所得、文化、学習など

が十分保障されること」であり、家族ケアもありますが、国・自治体によるケアが最も基本・

中核として保障されなければなりません。長期ケアの権利は保障される人権の12番目に掲げら

れています。直接的に、公務員や医療・福祉職員等人権のにない手の労働によってニーズが満

たされる・保障されるものです。

サービスということばも使われていますが、ケアよりさらに広く人、モノ、金（社会資源と

もいいます）の制度による保障を意味します。もちろん、「ただ」「おまけ」の商品とは違い

ますね。
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（3）自助・自立から独立へ

国連の条約等では、independence独立なのです。日本では「自立」と訳し、自立・自助とし

て人の世話、お上の世話にならず、自分、あるいは共助・家族でやれと、主として経済的自立

の意味で使われています。もちろん経済的自立は大事なのですが、とくに生活保護行政では、

水際作戦で保護をうけさせない、保護打ち切り・廃止の理由に使われ、自立が強制されていま

す。

しかし、独立とは①家族や地域、国や自治体から十分なサービスを受け、②身体的にも精神

的にも他者（家族や職員、公務員等）から支配されず、③自己決定に基づいた生活を送ること

なのです。

宣言では、「自律的で独立した生活を送る権利」を第3原則として掲げています。自己を律

することも大事で、その力をつけること自体人権として保障される必要がありますが、これも

強要されてはなりません。

（4）固有のニーズ

ニーズという言葉も日本語に訳しにくいのですが、生活に必ず必要・必須のもののことです。

貧困、障害、病気、年齢等により困難な生活にある人が尊厳ある生活をしていくうえで「必要

不可欠・必須なもの」すなわちニーズが生じます。そしてそのニーズは、障害者、老人、子供

などと程度別、等級等でひとくくりにはできず、一人一人違うでしょう。つまり、人間として

「共通」のニーズと一人一人違う、特別や特殊（special）ではない固有の(specific)ニーズ

がある。先に述べましたが、その固有のニーズを満たすのが固有の人権で、それを十分満たす

ことによって普遍的人権が保障されるのです。

（5）尊厳・自己決定の危うさ

尊厳とは、「一人一人が価値において平等であり、他

者にとって代えられない、かけがえのない存在であるこ

と」。そして何より自分の人生、生き方、どこに住み、

どのように暮らすか、自分で決めるという自己決定が保

障されなければなりません。自己決定の大前提として自

由な選択ができなければならない。自分の家か、他の家

で、自己決定に基づく生活を送る、その選択肢を用意す

るのが人権としての社会保障・社会福祉等の制度です。

介護保険は地域・施設で暮らせるという「社会化」で、

家族負担を減らすということで導入されましたが、いまや、お金がなければ自己決定、選択の

自由もなく、施設か家でも家族の犠牲で暮らす、自助・共助が強要されていますね。

尊厳や自己決定は、いまや、はやりのように使われていますが、注意が必要です。尊厳死の

ようにせめて死ぬときは人間らしくなどと言われますが、自己決定で死を選んだのだから、後

はかってにどうぞ、自分のことは自分でしなさい。生命維持装置もお金がかかるから自己決定

で外しなさい。自分で決めたのだから自分の責任ですよ、と自助・自立を強要することになり
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ます。

しかし、生命維持装置を外した時から、自らの力で生き、水が飲めなくなって亡くなるのを

公的ケアで保障する。それが尊厳死・ターミナルケア・緩和ケアの本当の姿です。そもそも死

ぬ時だけの尊厳ではなく、生まれて生きている間そして死んだ後も尊厳を保障するのが人権保

障です。

（6）自助、共助・互助、公助・支援から人権の「保障」へ

1980年代以降、まず自助・自立、そして家族や地域の共助・互助が強要され、何か問題があ

れば国が支援・援助しますよ、すなわち「公助」という体制が作られました。そして、2012年

の社会保障制度改革推進法によって、自助・共助・公助が社会保障の基本とされてしまい、障

害者自立支援法や生活困窮者自立支援法が作られます。さらに菅政権はコロナ対策はじめすべ

ての政策の基本としたのです。

ただ、助ける、支援する「公助」にとどまらず、人権は「保障」されているのです。国民の

権利であり国や自治体は、保障する義務があります。人権を保障せず、差別、人権侵害、剥奪

を放置しておけば責任を負います。

その責任は、倫理的、道徳的、政治的責任にとどまらず、刑事責任、民事責任、行政責任等

法的制裁を科せられるわけです。

分厚い人権保障が、基底にあってこそ人々は、自助、共助が可能になるわけでしょう。

（7）老人から高齢者へ－人権にふさわしい呼び方を

呆け老人は認知症高齢者へと呼び方は改められましたね。国連でも老人（elder）から高齢

者（older person）へと変わりました。

癩病もハンセン病になり、元患者から回復者、かって、きちがいと呼ばれた人々も精神病か

ら統合失調症、精神障害のある人などとなってきています。痴愚、魯鈍、精神遅滞者などと呼

ばれた人々も知的障害者、発達障害などと変化しています。障害者も障がい者などひらがなで

呼びます。草案では障害のある人と呼んでいます。さらには障害、差しさわりがあり害になる

という言葉自体に問題があるので、「固有のニーズがある人」と呼ぶべきでしょう。いずれに

しても現代の人権にふさわしい呼び方を皆さんで議論してください。

2 やさしい言葉で騙されないために
今や、国や地方自治体の政策、法律そしてマスコミ等でも、耳にやさしい言葉、とくにカタ

カナ、英語が氾濫しています。これらの言葉に騙されないよう注意しましょう。

（1）いじめ、虐待、拘束

こども、高齢者が日々暴力にさらされ、生命権すら奪われています。拘束、虐待とくにいじ

め等ソフトで軽いことのようですが、行われていることは、暴行、傷害、そして殺人といずれ

も刑罰が科される犯罪です。その実態から目をそらし、本質を隠す、その機能を果たしている

のではないでしょうか。
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（2）弱者と呼ばれたくない

高齢者や障害のある人、貧困な人は、弱者あるいは社会的弱者と呼ばれます。

しかし、こう呼んだ時から自分は強者であり、哀れみ、同情し、恩恵を与える側に立っている

のではないでしょうか。高齢者も主権者であり、他の年齢の人々と対等である。ちなみに、国

連はコロナ禍、パンデミックにもっとも重要かつ有効な対策は、人権システムであると明言し

ています。高齢者はもっともコロナ禍で被害を受けている人としてとらえられていますが、けっ

して弱者ではない。人権が侵害・剥奪され「傷つきやすいvulnerable」人々と言われています。

（3）共生社会、ノーマライゼーション、インクルージョン

共生社会そしてカタカナ用語が氾濫しています。

ノーマライゼーションとは、普通にすること、インクル―ジョンは社会に包摂、包み込むこ

となどと言われています。何が普通なのでしょうか。健常者と障害者が一緒に暮らすのが共生

社会だといわれますが、普通、健常とは何でしょうか。その対極に異常、劣等、不健康な人間

が想定されていますね。そもそも、ノーマライゼーションとは「普通」を強要するのではなく、

すべての人に人権が保障された状態にするということなのです。

共生社会は強制社会になっていないでしょうか。現在のバリアー、つまり差別の激しい社会

で、障害のある人も高齢者も「健常者」と共に生きなさいということは、異常な頑張りで社会

に適応しなさい、と強いることになる。頑張れる人は力いっぱい頑張れば良いでしょう。しか

し、頑張れない人もいる。人権とは頑張れない人にも保障されなければならないのです。人権

が保障される社会に変えていく中で、障害のない人も障害のある人も一緒に平等に暮らす。そ

れが共生社会です。

（4）尊重と保障

日本では、人権は国民がお互いに尊重しなさい。差別してはいけませんよ、と言われます。

たしかに、自分の人権が保障されるには、他の人の人権を「尊重」しなければなりません。大

事なことです。しかし、人権は、国や自治体、企業や団体が尊重するにとどまらないで「保障」

するところに最大の意義があります。国の保障義務を国民相互の尊重にすり替えてはならない

のです。

（5）SDGｓ－開発と発展

最近、とくにSDGｓ、「持続可能な開発目標」が強調されています。政府はもちろん企業もマ

スコミもあおっています。持続可能とは、現政府や大企業が環境やＩＴ、情報等をあらたに産

業化し、市場を開拓し利潤をあげ続けることを意味しています。また、開発とは、自然を破壊

し、とくに発展途上国の人、資源を搾取することでしょう。「持続可能」を名目に、年金はじ

め社会保障制度の改悪・削減が進められていることにも注意が必要です。

先進国の発展途上国搾取、自然破壊等悪い印象の強い開発というより発展というべきだと思

いますが、内容も、17の目標のうちに、貧困を無くす（目標1）、飢餓をゼロに（同2）、あら

ゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を推進する（同3）、公正、平和かつ包
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摂的な社会を推進する（同16）が掲げられているのです。

大事なのは、この目標が単なる政治宣言ではなく、まして国民の側の努力目標にすり替えて

はならず（自助、互助、公助論）、すべての人々の人権として保障するのが国の義務であると

いうことが基本とされていることです

（6）寄り添い、助け合い、優しい心、愛と家族の人権保障

自助、共助、公助とくに公助が問題だと言いました。公助論は新しいものではなく、明治7

年（1874年）の恤救規則以来戦前の救済・救護制度を支配してきたものです。自分の生活は自

分で、それが無理なら家族や地域が、それでもだめなら自治体が米代を出してやる。最後に国

は恩恵・慈恵として援助してやるというものです。日本古来の美風（人民相互の情誼）とくに

家族主義に立脚するもので、家族のいない極貧者、老衰者、廃疾者、孤児等（無告ノ窮民）に

限定した恩恵的な給付であり、国の救済責任を認めていません。また、劣等処遇の原則に沿い、

人間としての最低限の生活を下回る動物的生存の給付額でした。

こうした法・制度が、救済・保護を受けることは恥であるという意識を日本の人々に植え付

け、新憲法による人権保障の時代になっても続いているのです。さすがに、生活保護について

は生存権裁判、いのちのとりで裁判等皆さんのたたかいにより、政府・厚生労働省ですら、保

護を受けるのは権利ですと言い出しました。しかし、その権利は、生活保護法によって与えら

れたもので、憲法による人権ではないという立場は崩していません。

本人が一所懸命努力し、家族が、地域の人々が寄り添い、支援し、助け合う。本当に大事な

ことです。現在の生協運動、高齢期運動連絡会の活動、そしてボランティア活動も貴重なもの

です。

しかし、戦後の新憲法下では、国・自治体がモノ、金、人という社会的資源を用いて人権を

保障する体制となっています。

人権保障が基底にあってこそすべての人がお互い寄り添い、助け合うことが可能となります。

さらに、高齢者本人の人権を保障するためには、家族一人一人の人権が保障されなければなら

ない。本人のケアは、国・自治体がしっかり保障する。家族は、介護や看護等ケアの過度の負

担なく、自らの生、生活を生きる。すなわち、人権が保障されてこそ家族も真の愛情が注げる

というものでしょう。

もちろん、自ら進んで家族のケアを担いたいという人の「自己決定」は尊重されなければな

りませんが、強制してはならないということです。

（7）人権のにない手の人権保障

最後に、強調しておきたいのは、にない手の人権保障です。公務員はもちろん、医療・社会

福祉のケア労働者（コロナ禍でエッセンシャルワーカーなどと言われていますが）は、人権保

障のにない手です。この人々に十分な労働、生活条件が保障されなければなりません。自らの

人権が保障されてこそ、その職は魅力ある職になり、人々に寄り添い、福祉の心、愛情を注ぐ

ことができ、人権保障のにない手となることができるでしょう。
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五 日本高齢者人権宣言制定運動の進め方－コロナ禍をこえて

問題は、高齢者人権宣言を確定した後にあります。どう実現するかです。

1 日本の高齢者自身連帯し、さらにこども、若者はじめすべての年齢の人々に、高齢者人権

宣言の問題は、「あなた自身の高齢期の問題」、あなた自身の未来ですよと呼びかけ、連帯す

ること。

2 高齢化先進国として国連の高齢者人権条約はじめ世界の人々との協力・連帯を進めること。

とりわけ先進国のみでなく、これから爆発的な高齢社会時代を迎え、もっとも貧困、差別すな

わち人権侵害・剥奪で苦しむ発展途上国の人々の人権保障についても貢献すること。

3 人権宣言で示された理念、基本原理、原則は、あくまで枠組みです。その中身は、皆さん

が創り上げてください。日々のあなたの生活の中では種々の問題、困難があるでしょう。宣言

に掲げられた23の原則が、誰によって、どのように侵害され、無視され、実現されていないの

か、そのことをまず、探ってみてください。そのうえで、どんな要求・ニーズが満たされたら

その人権原則が保障されたことになるのか、具体的に豊かな内容を原則に盛り込んでください。

コロナ禍で諸困難が続いています。とりわけ健康権・社会保障権が侵害・奪われているので

すが、どうしたら、十分な医療や介護・住まいが保障され、安全・安心に暮らせるか。その内

容を皆さんで考え、高齢者人権宣言そして憲法を豊かに発展させてください。
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日本国憲法と日本高齢者人権宣言(草案)
日本高齢者人権宣言(草案)と憲法との関係を比較検討するために、関連する憲法の主な条文を抜粋しました。

※憲法の前文・条文は、衆議院ホームページから引用

日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれらの子孫のために、諸国民

との協和による成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨

禍が起ることのないやうにすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。

そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者が

これを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に基

くものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。

日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇高な理想を深く自覚するのであつて、平和を

愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しようと決意した。われらは、平和を維持し、

専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと努めてゐる国際社会において、名誉ある地位を占めたい

と思ふ。われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有すること

を確認する。

われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国を無視してはならないのであつて、政治道徳の法

則は、普遍的なものであり、この法則に従ふことは、自国の主権を維持し、他国と対等関係に立たうとする各国

の責務であると信ずる。

日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成することを誓ふ。

第二章 戦争の放棄

〔戦争の放棄と戦力及び交戦権の否認〕

第九条 日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威

嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。

２ 前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、これを認めな

い。

第三章 国民の権利及び義務

〔国民たる要件〕

第十条 日本国民たる要件は、法律でこれを定める。

〔基本的人権〕

第十一条 国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障する基本的人権は、侵す

ことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へられる。

〔自由及び権利の保持義務と公共福祉性〕

第十二条 この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によつて、これを保持しなければなら

ない。又、国民は、これを濫用してはならないのであつて、常に公共の福祉のためにこれを利用する
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責任を負ふ。

〔個人の尊重と公共の福祉〕

第十三条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利については、公

共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。

〔平等原則、貴族制度の否認及び栄典の限界〕

第十四条 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、経

済的又は社会的関係において、差別されない。

〔請願権〕

第十六条 何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、命令又は規則の制定、廃止又は改正その他の事項に関し、

平穏に請願する権利を有し、何人も、かかる請願をしたためにいかなる差別待遇も受けない。

〔奴隷的拘束及び苦役の禁止〕

第十八条 何人も、いかなる奴隷的拘束も受けない。又、犯罪に因る処罰の場合を除いては、その意に反する苦

役に服させられない。

〔思想及び良心の自由〕

第十九条 思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。

〔信教の自由〕

第二十条 信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。いかなる宗教団体も、国から特権を受け、又は政治

上の権力を行使してはならない。

２ 何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない。

３ 国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。

〔集会、結社及び表現の自由と通信秘密の保護〕

第二十一条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。

２ 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならない。

〔居住、移転、職業選択、外国移住及び国籍離脱の自由〕

第二十二条 何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有する。

２ 何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由を侵されない。

〔学問の自由〕

第二十三条 学問の自由は、これを保障する。

〔家族関係における個人の尊厳と両性の平等〕

第二十四条 婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有することを基本として、相互の協

力により、維持されなければならない。

２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の事項に関し

ては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定されなければならない。

〔生存権及び国民生活の社会的進歩向上に努める国の義務〕

第二十五条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。
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２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなけれ

ばならない。

〔教育を受ける権利と受けさせる義務〕

第二十六条 すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。

２ すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。

義務教育は、これを無償とする。

〔勤労の権利と義務、勤労条件の基準及び児童酷使の禁止〕

第二十七条 すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。

２ 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれを定める。

３ 児童は、これを酷使してはならない。

〔勤労者の団結権及び団体行動権〕

第二十八条 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これを保障する。

〔財産権〕

第二十九条 財産権は、これを侵してはならない。

〔納税の義務〕

第三十条 国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。

〔生命及び自由の保障と科刑の制約〕

第三十一条 何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若しくは自由を奪はれ、又はその他の刑罰を

科せられない。

〔裁判を受ける権利〕

第三十二条 何人も、裁判所において裁判を受ける権利を奪はれない。

第三十七条 すべて刑事事件においては、被告人は、公平な裁判所の迅速な公開裁判を受ける権利を有する。

２ 刑事被告人は、すべての証人に対して審問する機会を充分に与へられ、又、公費で自己のために強

制的手続により証人を求める権利を有する。

３ 刑事被告人は、いかなる場合にも、資格を有する弁護人を依頼することができる。被告人が自らこ

れを依頼することができないときは、国でこれを附する。

第四章 国会

〔国会の地位〕

第四十一条 国会は、国権の最高機関であつて、国の唯一の立法機関である。

〔会議の公開と会議録〕

第五十七条 両議院の会議は、公開とする。但し、出席議員の三分の二以上の多数で議決したときは、秘密会を

開くことができる。

２ 両議院は、各々その会議の記録を保存し、秘密会の記録の中で特に秘密を要すると認められるもの

以外は、これを公表し、且つ一般に頒布しなければならない。

３ 出席議員の五分の一以上の要求があれば、各議員の表決は、これを会議録に記載しなければならない。
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第八章 地方自治

〔地方自治の本旨の確保〕

第九十二条 地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基いて、法律でこれを定める。

第九章 改正

〔憲法改正の発議、国民投票及び公布〕

第九十六条 この憲法の改正は、各議院の総議員の三分の二以上の賛成で、国会が、これを発議し、国民に提案

してその承認を経なければならない。この承認には、特別の国民投票又は国会の定める選挙の際行

はれる投票において、その過半数の賛成を必要とする。

２ 憲法改正について前項の承認を経たときは、天皇は、国民の名で、この憲法と一体を成すものとし

て、直ちにこれを公布する。

第十章 最高法規

〔基本的人権の由来特質〕

第九十七条 この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果であつて、

これらの権利は、過去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵すことのできない永久の

権利として信託されたものである。

〔憲法の最高性と条約及び国際法規の遵守〕

第九十八条 この憲法は、国の最高法規であつて、その条規に反する法律、命令、詔勅及び国務に関するその他

の行為の全部又は一部は、その効力を有しない。

２ 日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、これを誠実に遵守することを必要とする。

〔憲法尊重擁護の義務〕

第九十九条 天皇又は摂政及び国務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員は、この憲法を尊重し擁護する義務

を負ふ。
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社会保障制度に関する勧告より(抜粋)

社会保障制度審議会(昭和25(1950)年10月16日)

日本国憲法第25条は、(1)「すべて国民は健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」(2)「国は，

すべての生活部面について社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。」と、規

定している。これは国民には生存権があり，国家には生活保障の義務があるという意である。

これはわが国も世界の最も新しい民主主義の理念に立つことであって、これにより、旧憲法に比べて国家の責

任は著しく重くなったといわねばならぬ。

社会保障制度改革推進法 (2012年)（平成24年8月22日）

（基本的な考え方）抜粋
第2条 社会保障制度改革は、次に掲げる事項を基本として行われるものとする。

一 自助、共助及び公助が最も適切に組み合わされるよう留意しつつ、国民が自立した生活を営むことができ

るよう、家族相互及び国民相互の助け合いの仕組みを通じてその実現を支援していくこと。

二 社会保障の機能の充実と給付の重点化及び制度の運営の効率化とを同時に行い、税金や社会保険料を納付

する者の立場に立って、負担の増大を抑制しつつ、持続可能な制度を実現すること。

SDGs(Sustainable Development Goals) ※第70回国連総会で採択

2015年9月25日－27日、ニューヨーク国連本部において、「国連持続可能な開発サミット」が開催され、150を

超える加盟国首脳の参加のもと、その成果文書として、「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための2030

アジェンダ」が採択されました。

(SDGs 17の目標)持続可能な開発目標 ※外務省・仮訳文書から引用

目標 1.あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

目標 2.飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する

目標 3.あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標 4.すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

目標 5.ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

目標 6.すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

目標 7.すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

目標 8.包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇

用(ディーセント・ワーク)を促進する

目標 9.強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を

図る

目標 10.各国内及び各国間の不平等を是正する

目標 11.包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

目標 12.持続可能な生産消費形態を確保する

目標 13.気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる*

目標 14.持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する
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目標 15.陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに

土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

目標 16.持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あ

らゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

目標 17.持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

文献紹介

『特集高齢者人権条約の実現を！第３弾』 賃金と社会保障1764号2020年10月下旬号

※コロナ禍と高齢者の人権について、国連の関連文書翻訳・国連人権高等弁務官事務所羽田鯉生氏の小論など貴

重な文献です。

●特集第３弾の掲載にあたって［井上英夫］

[１] コロナ禍と高齢者の人権
●新型コロナウイルス感染症(COVID-19)と高齢者の人権［羽田鯉生］

●高齢者の人権と国際連合のうごき

—コロナ危機にこそ人権保障アプローチの徹底を［鈴木 靜］

◆資料／コロナ禍の高齢者に関する主な国連文書 一覧

[１]-１ 「私たちは皆、共にこの状況の中にいる」—国連事務総長が新型コロナウイルス感染症と人権に関する

政策概要を公表（2020年4月23日）訳：高田清恵

[１]-２ 国連事務総長「新型コロナウイルス感染症と人権—私たちは皆、共にこの状況の中にいる（政策概要）」

（2020年4月23日）訳：高田清恵

[１]-３ 「高齢者に関する政策概要についての国連事務総長メッセージ」（2020年5月1日）訳：鈴木靜

[１]-４ 国連事務総長「政策概要：高齢者への新型コロナウイルス感染症の影響」（2020年5月1日）訳：鈴木靜

[１]-５ 人権高等弁務官と高齢者のあらゆる人権の享受に関する新たな独立専門家とのバーチャル討論会「新型

コロナウイルス感染症以降の時代における高齢者の人権」開催：ミシェル・バチェレ国連人権高等弁務

官の声明（2020年5月12日）訳：鈴木靜

[１]-６ 新型コロナウイルス感染症対策にどんな例外もない。「誰もが救命措置を受ける権利を有している」—

国連の専門家らの発言（2020年3月26日）訳：鈴木靜

[１]-７「容認できない」—国連専門家、新型コロナウイルス感染症によるパンデミックの最高リスクに直面して

いる高齢者へのより良い保護を求める（2020年3月27日）訳：鈴木靜

[２] 日本高齢者人権宣言から国連高齢者人権条約へ

●日本高齢者人権宣言(第一次草案)について［高田清恵］

◆資料

[２]-１ 日本高齢者人権宣言策定に向けて—なぜ、今、人権なのか（2020年6月8日 日本高齢期運動連絡会）

[２]-２ 日本高齢者人権宣言（第一次草案）（2020年6月8日 日本高齢期運動連絡会）

「新型コロナ感染症と人権－健康権と住み続ける権利を中心に」労働法律旬報、2020年10月10日号
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年 高齢者大会 主な出来事など

1946

1948

1982

1987

1988

1990

1991

1992

1992

1993

1994

1998

1999

1999

2000

2001

2002

2006

2010

2011

2012

2013

2014

2015

2016

2017

2019

2020

2021

第1回京都

第2回福島

第4回岡山

第7回岩手

第8回松山

第12回長野

第13回広島

第14回神奈川

第15回大阪

第27回三重

第28回富山

第33回福島

第34回長野

日本国憲法公布 11月3日

☆世界人権宣言 ※1950 社会保障制度審議会勧告

☆第1回高齢化世界会議(ウィーン) 国際行動計画

日本高齢者憲章提案

日本高齢者憲章採択 “共有の理念”として

敬老自治体宣言運動の始まり

☆高齢者のための国連原則 人生を刻む年月に活力を加えるために

日本高齢者運動連絡会(日高連) 発足

☆1999年を国際高齢者年とすることを決議

「すべての年齢のひとびとのための社会をめざして」

日高連・国連人道センター(ウィーン)へ高齢者年・要請団派遣

大会で国連要請の報告

国際高齢者年賛同決議 ※1995 社会保障制度審議会勧告

国際高齢者年を成功させる基礎固めの重要な大会と位置づけ

日本高齢者NGO会議発足 → 2014解散

高齢者年・高齢者のための国連原則定着をめざす

「国連・高齢者原則を日本で実現するために」宣言

国連・WHO・ILOに「高齢者の10年計画を作成するよう」要請団派遣

☆国際高齢者年 10月1日

「輝きのある高齢社会をめざす10か年行動指針」案提案

=21世紀の展望と道筋を明らかにする=

「10か年行動指針」採択、高齢期運動の広がりと発展を確認

☆第2回高齢化世界会議・NGO世界集会(マドリッド)(日高連関係120人参加)

「政治宣言」「高齢化国際行動計画2002」

☆国連・人権理事会設置 ← 経済理事会内人権委員会

☆国連総会「国連高齢化に関する作業部会」(WG)設置決議

☆第1回「国連高齢化に関するWG」開催 → 以降毎年開催

日本高齢者大会・「高齢者権利条約」← 講座or分科会企画

☆国連人権高等弁務官の報告書・高齢者人権条約の必要性等 (No1725・p42)

日本高齢期運動サポートセンターが日本高齢者NGO会議の活動を引き継ぐ

日本高齢期運動サポートセンター(SC)が国連・WGに登録

☆第5回WGに日本NGOとしてSC参加→以降毎回参加

基調報告「高齢者人権条約制定運動を世界の国々と連帯して進める」

☆米州機構(35カ国)「高齢者の人権保障に関する米州条約」(No1725・p27)

☆国連サミット「持続可能な開発のための2030アジェンダ」SDGs

☆高齢者による全ての人権享受に関する独立専門家の報告書(No1702・p37)

☆国連「核兵器禁止条約」採択

☆第2回高齢化世界会議 フォローアップ・・総会決議(No1725・p57)

基調報告「日本高齢者憲章のバージョンアップ」のとりくみ提起

日本高齢者憲章見直し検討会議発足、名称「日本高齢者人権宣言」(1次草案)起草

日本高齢者人権宣言1次草案の提案 予定

国連高齢者人権条約制定と日本高齢期運動の動向

☆・国連関係 〇フォローアップ⇒第2回高齢化世界会議・行動計画遂行状況を 〇No⇒賃金と社会保障・特集号

作成／2020・6 鐘ヶ江正志
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「日本高齢者人権宣言」は人権の旗、基本的人権という最高位の権利、この旗を今高く掲げる

ことが重要であると呼びかけています。なぜ今「高齢者人権宣言(案)」を発表したのか、その理

由は、①「日本高齢者憲章」が決議された1988年から32年が経過し、国の政治経済状況が大きく

変化、特に高齢者の社会保障政策も大きく変化してきたこと。②この間の国連や諸外国での高齢

者の人権保障の議論の到達点を宣言に新たに打ち出す必要があったこと。③世界一の高齢社会日

本での高齢期運動の理念として、高齢者の人権保障は「公助」でなく「保障」が国の義務である

ことをもっと強く打ち出すことが必要だったこと。④高齢期運動の「共有の理念」として位置づ

けられている「日本高齢者憲章」をバージョンアップすることで、「高齢期運動」の目指すべき

社会を明確にすること。以上の4つです。

日本高齢期運動連絡会の活動目標は「日本高齢者人権宣言」（案）で呼びかけている人権が保

障される社会の実現をめざすことです。

まず最初の目標は「国連人権条約」の国連総会での制定です。国連に「高齢化に関するワーキン

ググループ」が設置されて今年までに11回のワーキンググループが開催され、高齢者人権条約制

定の動きが加速化しています。

昨年、国連は、創立75年の調査結果をふまえ、最優先課題として不平等への取り組みと人権の

実現を掲げ、不平等に関する取り組みとして「高齢者の権利を保護するための国連条約の創設を

促進する」という勧告を行いました。

2022年は第2回高齢化世界会議・NGO世界集会 (マドリッド開催) から20年の節目の年です。世

界各国のNGO，政府代表へ「日本高齢者人権宣言」を広める取り組みを強めます。そのために英文

の「日本高齢者人権宣言」を作成しました。私たちの運動で、日本政府は高齢者人権条約制定に

ついて強硬な反対から、消極的支持へと態度を変えてきています。われわれが「日本高齢者人権

宣言」を学び、広く普及する活動を大いに広げ、高齢者人権宣言と現状を対比し、高齢者人権宣

言で目指す社会実現の活動をすすめてゆくことを通じて「国連高齢者人権条約」制定をめざす活

動にとりくみます。

「国連高齢者人権条約」が批准されれば、締結国による条約の遵守状況をチェックしフォローアッ

プする委員会や、報告制度が設けられ、各国政府から条約上の権利を実現するために取った措置

等について報告書が求められることになり、国連が認めるNGOも意見書を提出することができます。

条約が国内法秩序において占める地位は国によって違いますが、日本では条約遵守義務を定めた

憲法98条2項の規定から、国が批准ないし加入した条約は法律に優位するとされています。

(2021年6月日本高齢期運動連絡会総会方針より抜粋)

「日本高齢者人権宣言(案)」を学び・ひろめ
人権が保障される社会の実現をめざす

資料⑥
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このまちから この国から 世界に向けて
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